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TEL.０５７３-６６-５１２１ 
 
代表取締役社長　勝丸　桂二郎 
 
１９７２年１０月２５日 
 
インフォテインメント機器および自動車用電子機器の製造・販売 
 
インフォテインメント機器 
オーディオ・ナビゲーション機器 
［車載用］ 
オーディオ機器 
オーディオ・ビジュアル関連機器 
ナビゲーション機器 
［ホーム用］ 
タイムドメインオーディオシステム 
移動通信機器 
情報通信応用システム 
情報通信応用機器 

自動車用電子機器 
コントロールユニット（ECU）およびセンサ 
ミリ波レーダ（６０GHz・７６GHz帯） 

 
５３億円（２００５年３月３１日現在） 
 
 
http://www.fuj i tsu-ten.co. jp

富士通テングループ 
社会・環境報告書２００５ 

編集方針 
目的 
本報告書は、社会・経済・環境の３つの側面について、それぞれの考え方や取り組みを記述し、企業情 
報の開示を積極的に行うことで、広く社会の皆様とのコミュニケーションを図ることを目的としています。 

配布対象 
お客様、取引先、従業員、株主、地域社会、行政など、あらゆるステークホルダーの皆様を対象としています。 

２００５年度版の内容について 
・「富士通テン企業ビジョン（VISION２０１２）」について、より詳しく記述しています。 
・コンプライアンスに対する考え方や取り組みについて記述しています。 
・「ハイライト」のページを新設し、２００４年度の主な活動をご紹介しています。 
・事業内容を詳しく説明し、企業像を伝わりやすくしました。 
・環境報告については、グラフや図表を用いて、わかりやすい表現に努めました。 

報告範囲 
本報告書でご紹介する集計データは、２００４年度（２００４年４月１日～２００５年３月３１日）における富士通
テンと富士通テングループ各社（国内：製造会社１社、販売会社３社、その他５社　海外：製造会社６社、
販売会社・その他１０社）を対象とした連結のデータです。 

参考ガイドライン 
環境省「環境報告書ガイドライン（２００３年度版）」 
http://www.env.go.jp/policy/report/h１５-０５/all.pdf

コミュニケーション 
本報告書は、皆様と富士通テングループとの重要なコミュニケーションツールと考えています。本報告書
に折り込みのアンケート等をご利用いただき、ぜひご意見をお聞かせください。 

一部の実績データについては、日本国内のみの情報や富士通テン単独の実績として記載している部分
があり、この点を今後の課題ととらえています。 
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ECLIPSE（イクリプス）は、「他の追随を許さず、すべてを凌駕するすさまじい炎」
をイメージしてネーミングされ、当社のオーディオ・ビジュアル製品に使用されてい
ます。独創的なコンセプトと、それに基づく製品は、今やグローバルブランドとして、
世界で高い評価を受けています。 

富士通テン AV製品のグローバルブランド 



トップコミットメント 

お客様へ、社会へ、地球へ――　　　　　　 
私たちは『誠』を大切にして社会的責任を果たします。 
 
 

富士通テン株式会社 
代表取締役社長 

 

「誠」を掲げ、お客様・社会・環境に貢献 
 

　当社が自動車メーカー向けにカーラジオの納品を始めたのが１９５５年。以

来５０年間、私たち富士通テングループは、自動車産業の発展とともに成長を

続けてまいりました。 

　私たちが企業として成長してきた要因には、さまざまなことが考えられますが、

中でも一番大きな要因は、「『誠』を大切にして働き、お客様・社会に貢献する」

という企業理念を忠実に守り、いつもそれを胸に、事業を展開してきたからで

はないかと思います。 

　オーディオ・ナビゲーション機器をはじめとするインフォテインメント機器や、

自動車用電子機器を製造するメーカーとして、お客様や社会に貢献するため

に何をすべきか。 

　たとえば、より安全でより品質の高い製品やサービスの開発、企画・設計か

ら廃棄まで製品のライフサイクルすべてにおける環境負荷の低減、そして社

会から見て透明で公平・公正な企業経営、さらには、従業員に対する人権の

尊重や働きがいのある職場づくりなど、現在当社が取り組んでいる活動のす

べてが、実は「誠」の精神から出発 しているのです。 

 

 

企業の社会的責任を果たすためのさまざまな取り組み 
 

　富士通テンは創立３０周年の２００２年１０月に、次の新たな１０年に向けて進

むべき道を示した富士通テングループ１０年ビジョン「ＶＩＳＩＯＮ２０１２」を制定

しました。 

　私たちは、これまで以上に「誠」を大切にして働き、一層お客様や社会に貢

献する企業を目指しています。それは、お客様の期待を上回る製品をこの世

に送り出すことであり、そのビジョンの中で、これからの事業領域と定めた

「Entertainment」「Automotive Electronics」「Information Technology」

の３つの分野が融合するところの新たな製品開発を、目下着々と進めています。 

　またクルマの制御やＩＴＳ（高度道路交通システム）との融合といった社会 

とのかかわり、さらには、コンプライアンスや個人情報保護、地球環境保全に 

関する施策の強化・徹底、地域の皆様とのパートナーシップの強化などに積 

極的に取り組んでまいります。 

　一方で、私たちは人を育てることも企業の社会的責任の重要な課題ととら 

え、社員一人ひとりが誇りを持って働き、能力を発揮できる職場づくりを進め 

ています。 

 

　私たちは、このビジョンを誠実に実行することが持続可能な社会の実現へ

の近道であると確信しています。そして、持続可能な社会の実現こそがステー

クホルダーの皆様に対する責任であり、「誠」であると考えています。 

　一人でも多くの方にご理解いただき、ご意見やご要望を賜りますようお願

い申し上げます。 

２００５年８月 



Ｃｏｒｐｏｒａｔｅ Ｐｈｉｌｏｓｏｐｈｙ Ｃｏｒｐｏｒａｔｅ Ｐｈｉｌｏｓｏｐｈｙ 

誠 
 

１. 企業理念  

富士通テングループ１０年ビジョン　「ＶＩＳＩＯＮ２０１２」 

２００２年１０月に創立３０周年を迎えた富士通テンでは、来るべき３０年先を見据え、新たな１０年に向けて 

グローバル企業としてのあるべき姿と、進むべき道を示した「富士通テン企業ビジョン（VISION２０１２）」を制定しました。 

この企業ビジョンを従業員一人ひとりが認識し、一丸となって実行していくことで、富士通テングループは、社会的責任を果たしていきます。 

「誠は天の道なり。これを誠にするは人の道なり」。中国古典『中庸』の一節です。天は最高・至上を意味し、 
「天」「テン」「ＴＥＮ」は、当社の前身である「神戸工業」「川西機械製作所」以来、 
私たちが製品への思いを込めて、商標として使ってきました。 
富士通テングループは、これからも「誠」を大切にして働き、常に天（最高・至上）を 
目指した製品づくりを推進し、お客様・社会に貢献していきたいと考えています。 

１. 企業理念  
私たちは、「誠」を大切にして働き 
お客様・社会に貢献します。 

誠 
 

お客様第一 
品質至上 

私たちは、社会の一員であること
を自覚し、企業活動を通してその
責任を果たし、貢献します。 

私たちは、お客様に役立つことを
第一に考え、最高の品質で期待
の先を行く商品を生み出します。 

私たちは、一人一人が誇りを持っ
て働き、能力を発揮し、達成の喜
びを分かち合う「場」を実現します。 

社会への 
責任・貢献 

働きがい 



Ｃｏｒｐｏｒａｔｅ Ｃｕｌｔｕｒｅ Ｃｏｒｐｏｒａｔｅ Ｃｕｌｔｕｒｅ 
２. 組織風土  

富士通テングループ１０年ビジョン　「ＶＩＳＩＯＮ２０１２」 

企業が社会の一員としての責任を果たし、お客様や社会から高く評価され、信頼を得るためには、 
その組織はどうあるべきでしょうか。私たち富士通テングループでは、その答えを「敢・創・快・遂・励」の 
５つの文字に求めました。それぞれの文字が持つ意味を深く受けとめ、前向きでアクティブな組織風土を 
形成していきたいと考えています。 

２. 組織風土  
前向きでアクティブな組織風土へ。 
キーワードは「敢・創・快・遂・励」。 

敢 

創 

快 

遂 

励 

変化を求めて果敢に挑戦する 
私たちは「新しい機会を楽しむ」心を持ち、常により良い状態を目指し、変わりつづけます。 

創意工夫をする 
私たちは、豊かな創造力で今までにない新しい価値を創りつづけます。 

明るく 楽しく 速く 
私たちは、明るく人に接し 楽しく協力し合い、迅速に行動します。 

目標を完遂する 
私たちは、お客様の期待を上回る高い目標を掲げ、自らの役割・責任を自覚し必ず成し遂げます。 

対話を活発に行い励まし合う 

● リーダーシップ・個の尊重・チームワーク 
自ら率先して改革を進めるリーダーとなることを心掛け、一人一人の個性を大切に
し、チームとしての力が発揮できるように協力し合います。 

● グローバルな活動 
異なる文化・言語の壁を乗り越えて、互いに相手を尊敬し 協力し 励まし合って、 
世界中での活動を活発にします。 

● 明るい制度・マネジメント 
納得性・透明性のある評価制度、フラットで柔軟性のある組織により多様な発想・
個性を引き出し育てます。 

敢 

創 

快 

遂 

励 



Ｅｎｔｅｒｐｒｉｓｅ Ｖｉｓｉｏｎ Ｅｎｔｅｒｐｒｉｓｅ Ｖｉｓｉｏｎ 
３. 事業ビジョン 

私たちは富士通テンの前身時代、１９５５年に初めて車にオーディオを搭載しました。 
以来半世紀にわたり自動車メーカーやユーザーの皆様とのかかわりを通じて、車とモノづくりに関する 
幅広い知識と豊富な経験、ノウハウを蓄積してきました。中でも独自の車載技術・音響技術・情報通信技術は 
高い評価をいただき、これらをさらに進化させていくことで、これからの人と車と社会のあり方を創造していきます。 

富士通テングループはいま、「エンターテインメント」「オートモーティブ エレクトロニクス」
「インフォメーション テクノロジー」の３つの分野を融合させた新たな事業領域へ。 

３. 事業ビジョン 
世界の人々の共感を呼び、未来を予感させる 
豊かな車社会におけるライフスタイルを描き、提案します。 

新しい事業領域 

■車の快適性・安全性・環境性の向上 
■人にやさしいヒューマンインターフェース 
■ユビキタス社会に車をシームレスに融合 
■ＩＴ（情報技術）・ＩＴＳ（高度道路交通システム）の 
　活用による車の高度化 

目標 活動 

■モノづくりの基本（=QCD）の追求 
■ブランドの確立 
■グローバルマーケティングの強化 
■先進的開発の取り組み・開発の効率化 
■世界最適調達・最適生産 
■サービスの充実 

安全と安心の 
確保  

 

地球環境への 
貢献 

快適移動空間の 
提供 

■ お客様の評価Ｎｏ.１ 

■ 効 率２ 倍  

■ 成 長２ 倍  

ヒューマン 
インターフェースの革新 



社会的責任を果たす企業として 

　法規制による管理行政から規制緩和による自己責任へ。この時代の流
れを受けて、富士通テンでは主にコンプライアンスと企業倫理の観点から、
従業員一人ひとりが日頃心がけていくべき行動のあり方を「富士通テン企
業行動指針」として２００２年４月１日、制定しました。 
　基本原則は、①人権尊重②法・社会規範の遵守③公平・公正・透明な
事業活動④私的な不正・不誠実行為の禁止の４つの項目からなり、オープ
ンでフェアな企業活動を通じて、国際社会・地域社会から信頼される企業 
となることを目的とし、当社ならびに関係会社の全従業員に適用することと 
しています。 

　富士通テンでは、「危機管理委員会」を組織し、富士通テングループに
おいて想定されるすべてのリスクの発生防止と、発生時には速やかな対応
が図れるようグループ全体の基本方針
の策定や、二次被害・再発防止に向け
ての対応策、そして実務上の運営組織
としての「リスク管理事務局」の設置など、
多面的かつ機動的なリスクマネジメント
を行っています。 
　また、地震や火災、化学物質の漏洩
事故を想定した模擬対処訓練をはじめ、
水質・大気・土壌・地下水などの汚染 
対策、騒音・振動対策、さらには工場環 
境アセスメント基準の制定など、環境リ 
スクへの対応も万全を期しています。 

富士通テン企業行動指針 

　富士通テン企業行動指針は、「事業活動における行動」「社会との関係」
「従業員の会社との関係と私的行為」の３つの章からなり、これらの周知 
徹底と遵守状況のチェック機能として、周知活動および監査を行います。 

［行動指針］ 

リスクマネジメント 

　富士通テンでは、「当社の権利を守る」と同時に「他社の権利を尊重す
る（侵害しない）」の２つを基本に、知的財産権の保護に努めています。また、
特許推進会議を定期的（３カ月に１回）に開き、重点開発テーマを中心に、
他社特許の調査や特許取得の方向性などを検討し、新たな知的財産権
の取得に向けて、戦略的強化を図っています。 
　製品の開発に際しては、開発者が他社の特許を意識することなく、開発・
設計に専念できるよう、知的財産部門において事前に他社の権利を侵害
しないかどうかを調査するとともに、他社との技術提携やクロスライセンスが
必要な場合には、有利な条件で交渉できるよう、より高度な知的財産権の
取得を目指しています。 

知的財産権の保護・強化 

［基本原則］ 

□ 富士通テンのリスク管理体制 

□ 富士通テン企業行動指針　 基本原則 

□ 富士通テン企業行動指針　ステークホルダーと行動指針 

顧客 

消費者 

従業員 

競合他社 

仕入先 反社会勢力 

株主 

行政・政治 

国際社会 

情報開示 

毅然 

人権 

私益 交通安全 

公平 

公正競争 

知的財産 

製品安全 

国際ルール 

環境 

透明性 

富士通テン 

地域社会 

フィードバック/連携 

フィードバック/連携 

危機管理委員会 

基本方針の策定、グループ全体の連携、調整 

リスク管理事務局 

リ
ス
ク
発
生
情
報 

指
示
・
是
正 

重大案件の報告 指示 

現場第一線（グループ会社を含む） 

経営会議 

自
然
災
害
・ 

事
故 

防
災
委
員
会
 

P
L
委
員
会
 

安
全
保
障
 

輸
出
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理
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会
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球
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境
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会
 

高
度
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報
化
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委
員
会
 

総
務
部
担
当
 

人
事
部
担
当
 

各
事
業
所
長
 

製
品
・
サ
ー
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ス 

ト
ラ
ブ
ル 

環
境
問
題 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク 

問
題 

企
業
過
失
・ 

犯
罪 

人
事
・
労
務 

ト
ラ
ブ
ル 

事
業
所 

公平・公正・透明な事業活動  

人権尊重  

法・社会規範の遵守  

私的な不正・不誠実行為の禁止  

放水訓練（本社工場） 
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ハイライト２００４ 

富士通テングループでは、お客様・社会・社員に対して、さまざまな新しい取り組みを 
はじめています。その一端をご紹介します。 新しい富士通テングループへ 

　１９９４年、チャリティコンサート
としてスタートした「KOBE   
MUSIC  STATION」が１０周年
を迎えました。スペシャルゲスト
にトランペット奏者の日野皓正
氏をお迎えし、１０周年にふさわ 
しい記念コンサートとなりました。 

■ KOBE  MUSIC  STATION １０周年 

　富士通テンは、愛・地球博「愛・地球セッ
ション」のコンサートに協賛するとともに、当
社製スピーカー「ECLIPSE  TDシリーズ」
のハイエンドモデル「TD７１２z」を提供し、ミュー
ジシャンの演奏やステージの音の空間演出
をサポート。音楽を通じて、「愛・地球セッショ
ン」のテーマ「持続可能な社会の創造」を
国内外の多くの方々にお伝えしました。 

■ 愛・地球博「愛・地球セッション」に協賛 

■ 「女性から見た Good  Company つくり 
プロジェクト（GCP）」が発足 

　ミリ波レーダは、電波の送受信によ
り先行車との距離や相対速度、方位
を計測するもので、次世代の先進安
全システムのキーデバイスとして注目
されています。さらなる小型化により、
環境への寄与も期待されています。 

■ 小型高性能の「車載用76GHzミリ波レーダ」を開発 

　グリーン製品の開発をさらに促進するため、２００５
年５月、「グリーン調達ガイドライン」を改訂しました。
調達先との連携・協力体制の強化を図り、環境への
配慮をさらに加速していきます。 

■ サプライチェーンマネジメントを強化 

■ 国内外でさまざまな受賞 
受 賞 名  

天津市最優秀外商投資企業 
中国双優外商投資企業 
労働組合再就職基地 
“十五”立功先進企業 
再就職金橋奨 
“十五”立功先進個人 

功労者表彰 
 
２００３ ＴＯＰ ＰＨＩＬＩＰＰＩＮＥ  
ＥＸＰＯＲＴ ＰＥＲＦＯＲＭＥＲＳ  
ＢＲＯＮＺＥ ＡＷＡＲＤ 
安全衛生・健康管理表彰 

 
 
 
 
 
天 津  

 
 
 
 
フィリピン 
 
メキシコ 

受賞年月 
２００４年 ６月 
２００４年 ６月 
２００４年 ８月 
２００４年 ８月 
２００４年 ８月 
２００４年 ８月 

２００４年１２月 
 
 
２００４年１０月 
 
２００５年 ３月 

受 賞 概 要  
 
 
労働組合との協力のもと、積極的にレイ 
オフ者を採用したことが評価された 
 
 
「天津経済技術開発区」創立２０周年に
あたり、その発展に寄与した１人として 
 
フィリピンの輸出に貢献   
 
作業場の安全衛生・健康管理が優れている 

 
本 社  
 
 
 
 
中津川  
 
 
 
 

栃 木  

地域環境美化功労感謝状 ２００４年１０月 
地域クリーン作戦で地域住民と共同ごみ
拾い・清掃作業 

厚生労働大臣感謝状 ２００４年 ７月 
献血に対する取り組みが評価され、他の
模範となるべき功労があった 

岐阜県環境推進協会表彰 
 

２００５年 ６月 
多年に渡り公害防止事業の改善と環境
保全に尽力した功績に対して 

交通安全功労者表彰 
 

２００４年１１月 
多年に渡り、交通事故防止のための活動を推進し、
交通安全に多大な貢献をした実績が評価されたもの 

中津川 
危険物安全協会長表彰 

 
２００４年 ５月 
 

危険物に起因する重大事故を起こしたことが
ないこと、危険物取扱者として10年以上同一
事業所に勤務している個人に与えられる  

受 賞 名  受賞年月 受 賞 概 要  
厚生労働大臣賞

 
２００４年１０月

 
障害を克服し、模範的な職業人として業績をあげた 

　富士通テンでは、職場内の男女格差を積極的に是正するための「ポ
ジティブ・アクション」に取り組んでいます。その一環として、２００５年４
月には、「女性から見たGood Companyつくりプロジェクト」を推進す
るための「GCP推進室」を新設し、女性によるメンバーが、女性から 
見たよい会社像を探求し、女性に限らず誰もが能力を発揮して、いき 
いきと働き続けられる職場づくりを目指しています。 

富士通テングループ各社の活動に対して、さまざまな分野で表彰されました。 

詳細 P ２９ 詳細 P ２１ 

詳細 P １４ 

詳細 P １１ 

GCPキックオフミーティング 



基礎づくり・啓蒙活動 

成果がでる活動 

定着化 

Σ０=０へ 

第１ステップ 

第２ステップ 

第３ステップ 

市場からの 
フィードバック 

社
会
性
報
告 

社
会
性
報
告 

社会性報告  

お客様とともに 

富士通テングループでは「VISION２０１２」が制定されるずっと以前から、 
「お客様第一・品質至上」を製品づくりの基本的スローガンとして掲げ、「お
客様にとって本当に役立つことを第一に考え、常に最高の品質で期待の
先を行く製品を生み出すこと」を目指しています。 
そのために、私たちは「基盤整備・体制づくり」「開発・設計・調達・製造
の各段階における品質保証」「お客様の声を迅速かつ的確に捉え、それ
を確実に製品づくりに活かすシステム」「取り組みの監査・改善」の品質
向上のためのサイクルを回しています。 

私たちは、お客様の願いをカタチにするとともに、 
期待以上の製品を生み出すことを常に目標としています。 

　富士通テングループでは、お客
様の信頼にお応えするため、創立
以来徹底した品質管理を行って
きました。ＱＣサークルにはじまり、 
ＩＳＯ９０００、ＱＳ９０００の取得など、
品質管理には特に力を入れてき 
ました。また、ＩＳＯ９０００（２０００年 
版）・ＱＳ９０００（１９９８年版）をベー 
スとして制定された国際品質マ 
ネジメントシステム規格「ＩＳＯ/ＴＳ 
１６９４９」の認証取得に向けて、 
２００５年４月には「ＴＳプロジェクト 
推進室」を設置。さらに厳格な品 
質管理を推進していきます。 

■ 国際品質マネジメントシステム 
規格認証取得に向けて 

■ 全員が不良ゼロを目指して 
Σ０=０（シグマゼロ）運動を開始 

　「社員一人ひとりが不良ゼロを達成すれば会社全体の不良もゼロとな
る」この考えに基づき、富士通テングループでは、２００４年７月、「Σ０=０（シ
グマゼロ）運動」を国内拠点で開始。海外拠点でも順次スタートすること
になりました。 
　Σ０=０運動は、半年ごとのステップで３回（１年半）行い、最終の第３ステッ
プで不良ゼロの定着化を図ろうというものです。ポイントは、問題（不良）
が起きてから手を打つのではなく、問題そのものが起きないように努める 
こと。つまり「再発防止」から「未然防止」へ、という考え方となっています。 

□ Σ０=０運動のしくみ 

お客様第一 
品質至上 

□ 品質向上のためのサイクル 

・良い設計・良いディ 
スカッション・物をよく 
見た審査を行い、設 
計の場面で品質を造 
り込んでいます。 
・製品評価を行って、 
高品質を確保してい 
るか確認しています。 

電波実験設備 

・製造や検査の場面
で良品を造り不良品
が出ないよう、工程を
造り込んでいます。 

・私たちの取り組み状
況を監査し、よりお客
様に満足していただ
けるよう、改善してい
ます。 

・品質保証体制の構築 
・品質規定の整備 
・品質向上への意識付け 

・お客様の声を迅速・確実に把握し 
製品へ反映していきます。 

監査の様子 

Σ０=０運動は、未然防止を基本に仕事
のプロセスを改革し、その改革に一人
ひとりが取り組んでいくことを富士通 
テングループの企業風土とすることを 
目的としています。 

基盤整備 
体制構築 
教育・啓蒙 

監査・改善 
開発・設計における 
品質保証 

ものづくりにおける 
品質保証 

お客様第一 
品質至上 

お客様の期待・ニーズ 



『日経ビジネス』 
２００４年４月２６日号 
３７ページから転載 

Soc i a l  P e r f o rmance

社会性報告  

　富士通テングループでは、高品質・高性能・高機能の製品をお届けする
一方、お客様にご満足いただけるよう質の高いきめ細やかなサービスの提
供に努めています。 

　富士通テンでは「お客様相談窓口」を設置し、オペレーターがお客様か
らのお問い合わせに応じています。また、お問い合わせの内容によっては技
術的なバックアップが必要となるため、オペレーター２人に対して１人の割 
合でアドバイザーを設置。技 
術的なご質問にお答えするほ 
か、設計部門とも連携し、より 
詳細な回答にも対応できる 
体制を整えています。 

■ お客様のご満足をより高く ■ お客様相談窓口 

　製品のクレームについては、お客様の立場に立ち、誠意をもって応対し 
ています。お話の内容で、実際にはクレームではなくても、お客様がクレー 
ムと感じておられる場合には、メーカーとしての十分な説明責任を果たし、ご 
理解をいただけるよう努めています。 
　また、販売店が誤ってクレームとして受け付けた場合には、再発防止の 
ための製品情報を提供するとともに、次の製品からはそのようなことが起き 
ないよう改善を図っています。 

■ クレームへの対応 

　日経ビジネスによる「第５回アフターサービス調査」の後づけカーナビゲー
ション部門で、富士通テンのサービス体制がお客様評価Ｎｏ.１となりました。
当社ではお客様からの製品トラブルに関するご相談を「お客様相談窓口」
で受け付けるとともに、全国７カ所にあるフィールドサポートセンターと連携。
サービスマンを現地に派遣し、製品の状況を確認した上で、最寄りの認定サー
ビスショップ（全国１０５店）で修理を行うサービス体制としています。 
　実際に現地まで赴いて確認作業を行うフィールドサポートセンターに加え、
それに連携した認定サービスショップの高い技術力がお客様の評価につ 
ながったと考えています。 

■ 後づけカーナビゲーションの修理体制で 
富士通テンがお客様評価No.１に 

　車載製品を主軸として展開する当社は、自動車メーカーに製品を納入し
ています。その中のカーオーディオ・ナビゲーション部門で、納期・品質・価格・
ＣＳ対応の４つの総合評価において、納入先の自動車メーカーより、Ｎｏ.１ 
の評価をいただきました（２００４年度）。 

■ カーオーディオ・ナビゲーション部門で 
自動車メーカーより評価No.１を獲得 

　２００５年４月１日、個人情報保護法が全面施行されました。当社では、こ
の法律が公布され、一部即日施行となった２００３年５月３０日以前からも、お
客様の個人情報に対しては、特別に注意を払い、プライバシーの保護に努
めてきました。 
　とりわけカーナビゲーションの修理時には、本体内にお客様個人宅など
のデータが入力されていることから、修理現場の認定サービスショップに対 
し、お客様のプライバシーの尊重を強く要請してきました。 
　また、今回の全面施行に際しては、個人情報保護法に基づいた教育を
行うとともに、認定サービスショップには情報管理責任者の設置を義務づけ、
個人情報の適正な維持管理を行っています。 
　一方、当社においてもお客様のユーザー登録情報をはじめ、プレゼント 
企画応募者の情報、カタログなどの資料請求者の情報、さらには社員や取 
引先などのさまざまな情報を保有していることから、「個人情報保護方針」 
ならびに「個人情報管理規定」「個人情報取扱細則」を制定。個人情報 
を取り扱う有資格者の選定と、規程・細則を遵守する誓約書の取得、そし 
てパスワードによるアクセス制限や年に１回の社内監査を実施するなど、個 
人情報のより厳格な運用・管理に努めています。 

■ お客様のプライバシーを尊重し 
個人情報を守るための取り組み 

サービス体制 

本社・工場 

生産拠点 

販売拠点 

販売代理店 

フィールド 
サポートセンター 
 
研究所 
 
物流センター 

□ お問い合わせの内容 

製品について 

６０％ 

クルマへの 
取付方法 

３５％ 

クレーム ５％ 



中国での植樹活動 

ECLIPSE ADVAN スープラ 

おいでん祭に参加（中津川工場） 

従業員の出勤時に行われた社内募金活動 

社会性報告  

社会・地域とともに 

──富士通テンは、社会の一員であることを自覚し、企業活動を通してその責任を果たし、貢献します── 
富士通テングループでは、音を提供する企業として、「音（音楽）を通して社会に貢献する」という考えのもと、 
チャリティコンサートの開催など、さまざまな音楽シーンに携わっています。その他、モータースポーツ協賛や 
文化活動、社会福祉活動など、さまざまな分野で積極的な活動を行っています。 

　富士通テングループの中国現地法人、天津富士通天電子有限公司な
らびに富士通天電子有限公司では、工場のある工業団地内で植樹活動を
実施しました。自社工場をはじめ、工業団地全体が緑に囲まれる、その第一
歩となれば幸いです。 

■ 中国現地法人で植樹活動を実施 

　今年度より、「全日本GT選手権」から「SUPER GT」へと名称を変え、
国際レースとして新たにスタートしたSUPER GT ２００５シリーズ。富士通テ
ンでは、このシリーズのGT ５００クラスに、「TEAM ADVAN ツチヤ」率いる
「ECLIPSE ADVAN スープラ」で参戦。ドライバーには、織戸学とドミニク・
シュワガーを配し、全戦上位入賞を目指して、モータースポーツファンの熱 
い期待に応えていきます。 

■ SUPER GT ２００５シリーズに 
「ECLIPSE ADVAN スープラ」で参戦！ 

　富士通テンでは年４回、チャリティコンサート「KOBE  MUSIC  STATION」
を開催しています。２００４年には１０周年を迎え、歴史ある芸術文化活動の 
１つにまで成長しました。神戸は日本のジャズ発祥の地として知られ、地元 
の皆様にジャズを主体とした音楽をお手軽な料金（１,０００円）でお楽しみ 
いただいています。 
　第１部では若手ミュージシャンの皆様に発表の場を提供し、第２部では第
一線でご活躍のプロミュージシャンをお招きしています。会場の設営や運 
営には、当社のボランティアグループが中心となって行い、入場料は全額、 
社会貢献活動に活用しています。これまでの一例では、神戸市福祉協議 
会を通じ、福祉施設などに楽器や音響装置の寄贈を行っています。また、 
寄贈先で開催されるコンサートや音楽イベントに対する支援活動にも取り 
組んでいます（１０周年記念特別イベントは「ハイライト２００４」・８ページに 
掲載）。 

■ 「KOBE  MUSIC  STATION」を開催 

　中津川工場では、労使共催による「チャリティ講演会」を開催しています。
この講演会は、中津川工場が社会貢献活動の一環として、地元の皆様を
お招きして１９９４年から毎年行っており、今回で１１回目。今年は、講師に大
山のぶ代さんをお迎えし「大山のぶ代のおもしろ人生アレコレ」と題して笑
いの中にも説得力のある楽しいお話を１時間半にわたってご講演いただき
ました。 
　入場料は１人３００円。当日の入場料に「富士通テン社会貢献基金」か
らの拠出金を加えて介護用車いすを購入し、中津川市社会福祉協議会に
寄贈させていただきました。車いすは、同協議会を通じて小中高校の体験
学習用教材として活用されます。 
　また、今年は特別企画として、「無料映画鑑賞会」を開催。子供たちに
春休みのひとときを、映画で楽しんでいただきました。 

■ 「チャリティ講演会」「無料映画鑑賞会」を開催 

社会・地域貢献活動 

　中津川工場では、工場や労使共催の行事や活動とは別に、社内ボラン 
ティアサークルが独自に社会貢献活動を行っています。毎月、誕生日カード 
を福祉施設にお届けするとともに、入所の皆様との交流を図る「慰問活動」 
をはじめ、毎年７・８月には、施設内行事として行われる夏祭りや盆踊りのサ 
ポートにも出かけています。 
　また、毎年桜の季節には、茶道部のメンバーが地元の特別養護老人ホー 
ムで開催されるお花見会へ野点ボランティアとして参加しています。 

■ 社内ボランティアサークルによる 
慰問活動やお祭りへの参加 

　富士通テンでは１０年前の阪神・淡路大震災の際に、国内外の多くの
皆様にご支援をいただき、本社工場（神戸市）ならびに従業員の復興に
大きな励みとなりました。その温かい心に感謝するとともに、少しでもお役
に立てればと、地震などで被災された方々への支援活動を行っています。 
　兵庫県台風災害、新潟県中越
地震では、国内グループの全拠点
で、また、スマトラ沖大地震・インド
洋津波では、国内・海外のグルー
プ全拠点で募金を行うなど、被災
された方々への支援活動を実施 
しました。 

■ 地震や台風で被災された方々を募金活動で支援 

兵庫県台風災害 

新潟県中越地震 

スマトラ沖大地震 

インド洋津波 

支援の内容  

約２８０万円（募金全額+富士通テン社会貢献基金※） 

電気ストーブ、毛布、防寒着など 

約２４０万円（募金全額） 

（※）富士通テン社会貢献基金は、1994年5月、富士通テン（株）と富士通テン労働組合が共同で設立。それぞ
れからの拠出金をはじめ、従業員によるチャリティー活動の収益金などを資金として、社会貢献活動を計画
的かつ継続して行っています。 
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六甲山 

須磨海岸 

みんなの地球 

社内ホームページ 

自動車技術展 

Soc i a l  P e r f o rmance

社会性報告  

　当社の環境情報を取りまとめた 
「環境報告書」を２０００年度より発 
行し、ステークホルダーに配布して 
います。 
　２００５年度版からは、タイトルを「社 
会・環境報告書」と改め、環境情 
報だけでなく社会情報についても、 
より詳細にご紹介しています。 
　また、「環境報告書」「社会・環境報告書」は冊子での配布のほか、当 
社ホームページでも公開しています。ホームページでは英語版（抜粋）もご 
覧いただけます（２００５年度の英語版は１０月掲載予定です）。 
　なお、富士通テングループでは、一方通行の情報開示ではなく、皆様と 
のコミュニケーションを積極的に図りたいと考えておりますので、富士通テ 
ングループの環境活動に関するご意見、社会・環境報告書のご感想などを、 
ぜひお寄せください。  
　ご意見、ご感想などは下記ＵＲＬからどうぞ。 
　http://www.fujitsu-ten.co.jp/ecology/

■ 社会・環境報告書（本書） 

実施年月 

２００４年  ６月 

２００４年  ８月 
 

２００４年１１月 

２００４年１１月 

２００５年  ３月 

内 容  

環境月間行事「地域クリーン作戦」の実施 

２００３年度環境会計および 

２００４年度環境経営報告書の発行 

六甲山クリーンハイキング実施 

中津川工場「第１２回地域クリーン作戦」実施 

通勤路クリーン作戦実施 

■ 社外広報実績 

富士通テングループの国内工場では、工場内の緑化活動の推進とともに、 
工場周辺の清掃活動などを通じ、地域の皆様と協働しています。 

■ 社外展示会への出展実績 

　国内工場では、毎年６月の環境 
月間に合わせて、ミニ環境展など 
のさまざまな行事を行っています。 
　また、ＦＴＴＬ（タイ）では１２月に「安 
全環境週間」を設定し、リサイクル 
コンテストなどの啓発活動を行って 
います。 

■ 環境月間／安全環境週間 

　本社工場では、従業員の環境に対する意識の向上と環境保全活動の 
活性化を図ることを目的に、２００４年６月から２００５年５月末まで「エコキャン 
ペーン２００４」を実施しました。 
　これは、全従業員に「エコカード」を配布し、当社が実施する環境イベン 
トに参加するとスタンプが押され、スタンプを３つ集めるごとにエコグッズが１ 
つ手に入るというものです。エコグッズには、売上の一部が｢環境保護団体」 
への寄付に充当される商品を選択しました。 
　エコキャンペーンを実施した結果、環境イベントの参加者数が前年度比 
で約３割増加するなど、成果をあげることができたため、２００５年度からは国 
内全生産拠点に対象を拡大して実施します。 

■ エコキャンペーン（本社工場） 

■２００４年度クリーン作戦実績 

環境コミュニケーション 

環境貢献活動 

富士通テングループでは、環境情報の開示を、企業が果たすべき社会的説明責任の 
最も重要な要素の１つと考え、社会・環境報告書などを通じて、当社の環境情報を紹介しています。 
併せて、グループ従業員に対しても、環境保全活動の重要性や全員参加の活動であることを理解してもらうため、
社内報やイントラネットを通じて環境情報の開示を行っています。 

実施年月 

２００４年  ５月 

２００４年１０月 

名 称  

自動車技術展 

環境フェスタ中津川 

工 場  活動名称 

工場周辺クリーン作戦 
 

工場周辺クリーン作戦 
 

工場周辺クリーン作戦 
 

工場周辺クリーン作戦 

参 加 者  

約１００名 

 

２８０名 

 

５０名 

 

１３０名 

実施年月
 

２００４年  ６月 

 

２００４年１１月 

 

２００４年  ６月 

 

２００４年１１月 

工 場  活動名称 参 加 者  実施年月 

通勤路クリーン作戦 

須磨海岸クリーン作戦 

須磨海岸クリーン作戦 

六甲山クリーンハイキング 

工場周辺クリーン作戦 

通勤路クリーン作戦 

１２０名 

１５３名 

１３０名 

１３２名 

４５名 

１８０名 

２００４年  ６月 

２００４年  ６月 

２００４年  ９月 

２００４年１１月 

２００４年１２月 

２００５年  ３月 

本社工場 中津川工場 

栃木富士通テン 

環境に関する取り組みや、家庭における環境配慮のヒ
ントなどを周知するための社内広報誌『みんなの地球』を
年５回発行し、イントラネット上で提供しています。 

■ 社内向け広報紙『みんなの地球』 

２０００年２月から、イントラネット内に地球環境部ホームページを開設し、
トピックスやイベントなどの一般情
報や、グリーン製品開発などに関
する専門情報を提供しています。 
また、各部門の環境負荷実績
の入力、および集計などの作業も
イントラネット上で行えるようにして
います。 

■ 社内向け環境ホームページ 



社会性報告  

社員とともに 

　新人事制度では、「成果主義の推進」「自主自立の促進」「プロフェッショ
ナルの養成」の３つのテーマを掲げ、「自らキャッチし、自ら考え、自らやる」 
人材を育成することを目的としています。従って、配置・研修・評価・役割・ 
処遇などもこれらのテーマに沿って行われ、社員各自の中に潜んだ意欲を 
引き出すとともに、多様な働き方（雇用形態）に対しても柔軟に対応し、社 
員一人ひとりの働きがいを大切にしています。 

──ものづくりは人づくりから。人材育成のための新しい制度や職場づくりを進めています── 
富士通テングループでは２０００年４月、人事・教育制度を全般的に改定し、一人ひとりが誇りを持って働き、 
それぞれが能力を存分に発揮することで、達成の喜びを実感できる職場づくりを進めています。 
また、社員の安全衛生や健康支援活動など、安心して、いきいきと仕事ができる環境づくりに力を入れています。 

■ 「自らキャッチし、自ら考え、自らやる」人材を育成 

　経営計画により年度方針が発表されると、各部署ではその方針と部署
の役割とを照らし合わせ、それぞれが目標を設定します。そして部署の目標
が決まれば、それを達成するための社員一人ひとりの目標を上司との話し 
合いによって決めていきます。 
　富士通テングループの成果主義は、社員一人ひとりの目標（６カ月ごと）
に対して、どこまで達成したかという基本的な面と同時に、そのプロセスに 
おける評価も非常に重視しています。それはこの制度が単に結果だけの判 
断材料で終わることなく、６カ月という期間の中で、自己の目標に対する進 
捗状況を自らキャッチし、自ら考え、自らやるための人材育成の１つのツール 
としても活用できるからです。 

■ 人材育成にも活かせる成果主義へ 

　成果主義は、それを正しく公平に評価しなければ機能しないだけでなく、
社員の意欲を削いでしまう結果となります。富士通テングループの人事評
価は、評価する側が一方的に行うのではなく、目標管理制度に基づいて事
前に上司と必ず面談するシステムとなっています。また、評価に際しては、 
評価委員会を開き、そこで決まった内容を上司を通じて本人に告知するこ 
とになっています。そして告知後には、評価委員会から本人に対して、評価 
結果や上司との面談内容に対するアンケート調査を実施し、公平・公正な 
評価に努めています。 

■ 目標管理制度と評価委員会で公平・公正な評価を実施 

　新人事制度の「自らキャッチし、自ら考え、自らやる」人材を育成するため 
に、富士通テングループでは、これまでの教育制度を見直し、さらなる充実・ 
強化を図っています。新教育制度では、社員一人ひとりが自発的にキャリ 
ア開発に取り組む「学習する風土づくり」とともに、部下のキャリア実現の 
ために上司がそれを積極的に支援する「育成する風土づくり」の２つの風 
土づくりを基本としています。 

■ 学習する風土づくりと育成する風土づくり 

　新教育制度の社員育成プログラムでは、入社後２年までの「トレーニ」、 
「中堅社員」（４・５・６級）、「幹部社員」（Ｍ１・Ｍ２・Ｍ３級）に分類し、各階 
層・等級ごとの研修を実施しています。そして各階層・等級に必要な知識 
やスキルを全社員がしっかりと身につけることで、企業力を高めていきたい 
と考えています。 

■ 各階層・等級ごとの研修でコンピテンシ強化 

　ボーダーレス社会に伴い、グローバルに活躍できる人材や、国際社会に
おける企業間競争に勝ち抜くための特色のある製品づくり、さらには時代 
の動きを的確に判断し、新しい事業を積極的に推進していく人材が求めら 
れています。 
　富士通テングループでは、世界で活躍できる人を育てる「グローバル人
材育成」、高度な専門能力を身につけ、お客様に新しい価値を提供できる
専門家を育てる「プロフェッショナル人材育成」、そして次の時代へと力強
いリーダーシップを発揮できる人を育てる「ビジネスリーダー育成」の３つの
人づくりを推進し、育成プログラムの充実・強化を図っています。 

■モノづくりは人づくり。教育内容をさらに充実・強化 

□ 人づくりのための育成プログラム 

□ 人材育成のための３つのテーマ 

新人事制度 新教育制度 

学習する風土づくり 育成する風土づくり 
自発的にキャリア開発に取り組める 部下のキャリア実現をサポート 

ベース 

コンピテンシ強化プログラム 
各階層・等級に必要な知識とスキルを習得 

グローバル人材育成 
世界で活躍する意志と実行力を持つ人を育成 

プロフェッショナル 
人材育成 

ビジネスリーダー 
育成 

各分野のプロとして、 
お客様に新しい価値を
提供できる人を育成 

リーダーシップを発揮し、
事業の開拓・改革を推
進できる人を育成 

社外（世界）に通用する専門家集団の形成 

自主自立の促進 

年功要素の払拭と成果ならびにプロセスに基づく処遇 

成果主義の推進 

仕事、能力において、自主的に自己責任で取り組む 

プロフェッショナルの養成 
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Soc i a l  P e r f o rmance

社会性報告  

富士通テングループでは、労使双方から選出されたメンバーによって、毎月１回、 
安全衛生委員会を開き、災害・疾病の防止ならびに健康増進に関する調査・ 
審議を行っています。そして各職場では、安全衛生委員会の指示のもと、 
それぞれの職場特性に基づいた安全衛生・健康支援に取り組んでいます。 

　出産や育児、介護など、従業員にとっては、仕事との両立が困難となるケー 
スがあります。こうしたことから、育児や介護のために一時休職し、その後 
再び職場に復帰し、無理なく仕事が続けられる制度を設けています。 
　また、妻の出産休暇やリフレッシュ休暇、そして職場内の男女間の格差 
を積極的に是正するポジティブ・アクション、さらには、学生などの未就業の 
方に職場体験をしていただくインターンシップ制度を導入するなど、さまざま 
な就業支援を実施しています。 

■ さまざまな角度から就業を支援 

□ ２００４年度 労働力内訳（富士通テン単独・２００５年３月末現在） 

□ 総合職採用における女性比率の推移 

　入社時や昇進・昇格時に、それ 
ぞれの階層や職場環境に応じた 
安全衛生教育を行うとともに、定 
期的に防災訓練を実施し、社員 
の安全確保に努めています。また、 
各職場では、危険に対する注意を 
喚起し、安全意識の向上を図るた 
め、「職場自主安全活動」に取り 
組み、災害ゼロを目指しています。 

■ 災害ゼロを目指して、教育・訓練などを実施 

　法定項目による定期健康診断（年１回）のほか、３５歳時、４０歳以上の 
社員を対象に、慢性疾患の早期発見のための生活習慣病健診を実施。ま 
た、海外赴任前や一時帰国、帰任時の際の健診、さらには海外出張者健診、 
長時間外健診、特殊健診など、各目的に応じた健康管理を行っています。 
　なお、健診結果については、産業医や保健師が個別に面談し、説明なら 
びに保健指導を通じて心身のケアを行っています。 

■ 目的別健康診断と保健指導 

通常の健康相談をはじめ、心のケアを必要とする場合には、産業医また
は臨床心理士が応対し、解決に向けてカウンセリングを実施しています。 

■ こころとからだの健康相談 

　健康が気になりはじめる３０歳・３５歳を対象とした「ヘル 
スアップセミナー」や、誰もが気軽に参加できる「健康チャ 
レンジ大会」の開催、そして健康情報紙『ヘルシー倶楽部』 
（月刊）の発行や社内報『ひびき』（隔月刊）に健康 
に関する記事を掲載するなど、社員の健康意識を高 
めるための啓蒙活動を行っています。また、人事教 
育制度の一環として、新入社員から幹部社員まで、 
各階層別に「メンタルヘルス教育」を実施しています。 

■ 健康啓発・教育 

●全社を８部門に分け、各部門特有の問題点の抽出とその解決に取り組む部門活動。 

●各部門ごとに、それぞれの職場に合った安全活動を計画的に推進する部門別
安全活動。 

●身近な危険を再認識する「ヒヤリ・ハッと報告」（随時）と年４回の「ヒヤリ・ハッ
と報告強調月間」の設置。 

●職場の写真によるＫＹミーティング（隔月）。 

●異なる視点でチェックする他部門による職場安全巡回点検と改善活動。 

□ 職場自主安全活動の内容 

　また、育児支援制度についても拡充を図り、「育児短時間勤務」は小学 
校３年生の年度末まで（法定は満３歳まで）の子供を持つ従業員を、「子 
供の看護休暇」は小学校卒業まで（法定は小学校就学前まで）の子供を 
持つ従業員を対象としているほか、女性社員の育児休職からの復職率は、 
１００％となっています。 

　富士通テンの本社がある兵庫県では、２００２年４月、「男女共同参画社 
会づくり条例」を施行し、その中の事業者向け施策として、男女共同参画 
社会づくりに向けた自主的な取り組みを行う事業者との協定締結制度を 
設けました。 
　当社では、２００４年７月、この男女共同参画社会づくり協定を兵庫県と 
締結。性別にとらわれず、男女がともにそれぞれの能力を存分に発揮する 
ことができる職場づくりに向けて、仕事と家庭の両立が可能な環境整備、 
女性の能力の活用、セクシュアルハラスメントの防止など、男女共同参画 
社会づくりに取り組んでいます。 

■ 男女共同参画社会づくり協定を兵庫県と締結 

　ポジティブ・アクションの一環として２００５年４月に発足した「女性から見 
たＧｏｏｄ  Ｃｏｍｐａｎｙ つくりプロジェクト」。メンバーは、部署も業務内容も 
経歴も年齢も家族構成も異なる多様な女性社員１９名。「女性が働きや 
すい職場は、男性にとっても働きやすい職場」という意識のもと、会社にお 
けるさまざまな施策の提案やメンバー自らが実行していく活動を、社外アド 
バイザー２名の協力を得ながら、１年間にわたって展開していきます。 

■ ポジティブ・アクションをさらに加速するプロジェクト発進 

就業支援制度 安全衛生 

健康支援 

従 業員数  （名） 
平 均 年 齢  （歳） 
平均勤続年数 （年） 

 
事 務 系  
技 術 系  
合 計  

２００１年 
０％ 
２％ 
１％ 

２００２年 
６％ 
５％ 
５％ 

２００３年 
２１％ 
１１％ 
１３％ 

２００４年 
３９％ 
９％ 
１６％ 

　当社では、２００１年からポジティブ・アクションに取り組み、女性も男性と 
同じように能力を発揮し、いきいきと働ける職場づくりを推進してきました。 
これに伴い、女性の採用は大幅に拡大し、下記の表のとおりとなっています。 

■ ポジティブ・アクションの推進 

男 
２,２３２ 
３７.１ 
１５.８ 

女 
７３４ 
３３.４ 
１３.０ 

合 計  
２,９６６ 
３６.３ 
１４.０ 

□ 休業災害発生頻度 



経済性報告  

経
済
性
報
告 

経
済
性
報
告 

事業内容 

AVN（Audio Visual Navigation） 
ECLIPSE「AVN８８０５HD」 

エアバッグECUエンジン制御ECU

車の楽しさ、音の喜び、安全と安心の広がり… 
富士通テンは、人と社会と地球の未来を考え、歩み続けます。 

インフォテインメント 
機器の開発・製造販売 

エンターテインメントとインフォメーション テクノロジーを融合させた 
カーオーディオや、オーディオ・ビジュアル・ナビゲーションを 
１台に集約したAVN（Audio  Visual  Navigation）、 
カースピーカなどを開発し、車の楽しさを広げています。 

車の走行性能を高め、排気ガ
スの有害成分を低減させる高
性能クリーンエンジンの実現
をサポートします。 

車が衝突したとき、センサが
反応するとエアバッグを膨ら
ませ、衝撃を分散・緩和します。 

「環境」「安全」「セキュリティ」をキーワードに、 
こらからの時代に求められるカーエレクトロニクス製品を開発し、 
自動車産業の発展に寄与していきます。 

車利用者の利便性や快適性を向上し、渋滞や交通事故、 
環境問題などの解決に向けて９分野で開発が進められているITS。 
富士通テンでは、そのうち「安全運転の支援」「ナビゲーションシステムの
高度化」「商用車の効率化」の３つの分野に取り組んでいます。 

自動車用電子機器の 
開発・製造・販売 

ITS（高度道路交通システム）・ 
移動通信システム機器の 
開発・製造・販売 

先行車との距離・相対速度・方位
を高精度に計測。車間距離を保 
つとともに、衝突被害を軽減するブ 
レーキ動作などの車両制御に応 
用することで、安全運転をサポート 
します。 

ドライバーが視覚でとらえる道路の
周辺情報を車載カメラが詳細に認
知。刻 と々変化する走行環境を正
確に把握し、自動運転の夢の架け
橋となる新技術です。 

GPSによって得られた車両位置情
報などをデジタル無線を利用し、配
車センターで集中管理。配車受付
時には、お客様から最も近い車両
を検索し、配車指示を車両に搭載
された端末に送信するシステムです。 

ミリ波レーダ 
（安全運転の支援） 

車載画像認識センサ 
（ナビゲーションシステムの高度化） 

タクシー用CTI自動配車システム 
（商用車の効率化） 

カーナビゲーションのセキュリティ 

カーナビゲーションの盗難事件が急増する
なか、富士通テンでは、盗難抑止となる機
能「ESN」を搭載したカーナビゲーションを、
すでに市場にお届けしています。エンジンを
停止すると同時に警告灯が点滅。また、万
一車から取り外された場合でも、自動的に
起動ロックがかかるしくみです。 

ESN画面 

配車センター  コンピュータ設備 

車載端末機器 

盗難防止装置（VSS） 

ドアの無理な開閉やウインドウガラスへの衝
撃時に、警報サインを出すシステムです。また、
リモートコントロール機能によるドアのロック
や解除も可能です。 
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経済性報告  

財務状況 

カースピーカ ECLIPSE Sound Monitor 
「SGX-TD５」 

開発用システム「CRAMAS」（クラマス） 

皆様から愛される製品づくりとともに、 
健全で透明な企業経営を推進していきます。 

　２００４年度、日本経済は雇用情勢の改善に伴い、個人消費が穏やかに増加し、全
体的には堅調に回復してきました。海外においてもアメリカ経済の拡大により、全般
的には回復傾向となりました。 
　当社と関連の深い自動車業界においては、国内の普通乗用車・軽自動車部門と
北米と欧州市場での好調により、全般的に成長が続きました。 
 
　こうしたなか、富士通テングループではお客様にご満足いただける魅力ある新技術・
新製品の開発、品質の向上、販売・サービス体制の充実・強化に努めてきました。そ
の結果、当期連結では、売上高２,３４６億円（前期比１２.４％）、経常利益１０５億９千
万円（前期比３３.４％）となり、ともに過去最高を更新することとなりました。 
 
　今後も２００２年に制定した次の１０年ビジョン「VISION２０１２」（※）に基づいた改
革を推し進め、皆様から愛される製品づくりとともに、健全で透明な企業経営に努め 
ます。 
（※）「VISION２０１２」については、４～６ページに掲載しています。 

「音」に対するこだわりは車の中だ
けにとどまらず、ホームの分野にも。
音を時間軸でとらえ、波形忠実再
生を目指した「タイムドメイン理論」
が、豊かなリアリティとよどみのない
クリアな音の広がりをもたらします。 

車の実走行時と同等の電子機器評価
が可能なシミュレーションシステム。自 
動車用電子機器の開発時に、燃料の 
削減や開発期間の短縮が図れます。 

ホーム用 
スピーカシステムの 
開発・製造・販売 

□ 売上高の推移（億円） 

ECLIPSE TDシリーズ 

■ ２００４年度 富士通テングループの事業概況 

□ 従業員の推移（名） 

□ 当期純利益の推移（億円） 
 

□ 営業利益の推移（億円） 

□ 総資産の推移（億円） 

  連結 単独 

連結 単独 

  連結 単独 

□ 経常利益の推移（億円） 

  連結 単独 

  連結 単独 

連結 単独   

※財務情報の詳細につきましては、下記ホームページ「決算公告」などをご覧ください。 
http://www.fujitsu-ten.co.jp/company/koukoku/index.html
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環境報告  

環境方針 

　「富士通テン企業ビジョン」の制定に伴い、「富士通テン地球環境憲章」 
（１９９２年１１月制定）を見直し、２００３年３月に新たに「富士通テングループ 
地球環境憲章」として制定しました。 
　自然との調和を大切に、独自のカーエレクトロニクス技術を生かして、ク 
ルマ社会の発展と緑豊かな２１世紀社会に貢献するための取り組みをグロー 
バルに展開することをコミットメントしています。 

■ 富士通テングループ 
地球環境憲章 

　富士通テングループは、「富士通テングループ地球環境憲章」に示され 
た考え方がグループ全社員に浸透し､かつ実践されるよう、「グリーンライフ 
２１－すべてをグリーンに」をスローガンとする行動コンセプトを掲げて、あら 
ゆる事業領域で実践していきます。 

■ 環境活動コンセプト 

基本理念 

富士通テングループは、 

Automotive Electronics, 

Entertainment, 

Information Technology

関連企業として事業活動、

製品・サービスが地球環境と

密接に関わり合っていること

を認識し、環境経営を推進 

する中で企業市民としての 

責任を果たし、緑豊かな２１ 

世紀社会へ貢献する。 

■ グリーンパートナーシップの醸成 
■ グリーン調達 
（環境に配慮した部材調達） 
■ グリーン物流 
（環境に配慮した製品物流） 

■ 製品環境アセスメントの実施 
■ エコデザインの推進 
■ グリーンプロダクツ要素技術の開発 

環境経営の基盤づくりと 
情報の発信・開示 

環境影響の最少化を 

目指したサイト 

環境保全活動推進 

関係会社・仕入先との協

力体制強化による最新環

境技術の製品への適用 

グリーン調達・グリーン物

流推進 

環境教育の充実による全

員の意識高揚 

１． 

 

 

２． 

 

 

３． 

 

４． 

総合的な取り組み 

 

基本の徹底 

 

社会との連携・協力 

１． 

 

２． 

 

３． 

基本方針 行動指針 

環境に貢献する技術開発、 
グリーン製品の提供 

生産の上下流での環境配慮 
 ■ 地球温暖化対策の推進 

■ 省資源・資源循環対策の推進 
■ 化学物質の環境リスク低減と 
使用削減対策の推進 

ゼロエミッション工場の実現 

Green Products Environmental Management

Green Sourcing and LogisticsGreen Factories

GREEN LIFE 21

Global Environmental Protection

すべてをGREENに 

環境マネジメント 

製品 
（開発・設計） 

上下流 
（調達・物流） 

工場 
（生産） 

地球環境保全 
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環境報告  

環境マネジメント 

　１９９２年に「地球環境委員会」を設置し、その下部組織に各拠点（事業所）の環境保全を担当する「サイト環境分科会」と、製品への環境配慮を担当 
する「グリーン製品分科会」を置いて活動しています。 

　富士通テングループは、国際規格ISO１４００１に準拠した環境マネジメ 
ントシステムを構築し、計画立案から実行・評価・改善に至るPDCAサイク 
ルを回しながら、環境マネジメントを推進しています。 
 
　またグループ全体で「環境取り組みプラン」を着実に達成して行くため、 
年度ごとに全社の環境方針、環境マネジメントプログラムを策定、これを各 
拠点のマネジメントプログラム、さらには各部門のマネジメントプログラムへ 
と反映させて活動を進めています。 

■ 推進組織 

■ 環境マネジメントシステム（EMS） 

計画･目標 
富士通テン環境取り組みプラン 

実施・運用 
環境マネジメントシステム 

点検･是正 
方針点検・内部監査制度 

経営層による見直し 
経営会議 

地球環境委員会 

基本理念・方針 
富士通テングループ 
地球環境憲章 

地球環境委員会 

また、拠点間の連携活動については国内拠点、海外拠点の連絡会議、製品環境対策の推進活動については課題別に推進会議を設置しています。 

グリーン製品分科会 

生
産
本
部 

事
業
本
部 

開
発
本
部 

富
士
通
天
電
子（
中
国
） 

Ｆ
Ｔ
Ｔ
Ｌ（
タ
イ
） 

天
津
富
士
通
天（
中
国
） 

Ｆ
Ｔ
Ｃ
Ｐ（
フ
ィ
リ
ピ
ン
） 

Ｆ
Ｔ
ｄ
Ｍ（
メ
キ
シ
コ
） 

Ｆ
Ｔ
Ｃ
Ａ（
ア
メ
リ
カ
） 

栃
木
富
士
通
テ
ン 

中
津
川
工
場 

本
社
工
場 

サイト環境分科会 

生産本部 

開発本部 

調達本部 

営業本部 

グリーン製品開発推進会議 

製品環境アセスメント推進会議 

鉛フリープロジェクト 

６価クロムフリー推進会議 

課題別推進会議 

品質保証本部 

経営企画本部 

地球環境部 環境監査チーム 

経営会議 担当役員：福島紘一郎 

グリーン調達 

製品環境情報システム運用･インフラ整備 

包装減量化･物流効率化･生産技術開発 

法務･広報･教育･社会貢献 

品質問題の未然防止 

顧客要求事項調査･伝達サービス部：部品再使用 

 

□ 環境マネジメントの体系 

製品環境アセスメント･グリーン製品開発 CO２削減･廃棄物削減･化学物質排出削減 

拠点連携会議 国内グループ環境連絡会議 

海外グループ環境連絡会議 



外部監査の様子 

環境報告  

環境マネジメント 

　富士通テングループでは、全生産拠点でＩＳＯ１４００１の認証を取得する 
方針で、既に国内３拠点、海外６拠点で認証取得を終えています。２００４年 
に設立された富士通天電子（中国）では、２００５年１２月の認証取得を目指 

して活動を進めています。なお、富士通グループでは、２００５年３月に国内 
事業所を対象としたＩＳＯ１４００１の統合認証を取得しており、富士通テン本 
社工場の一部が統合認証の範囲に含まれています。 

チェックリストによる全部門監査の実施   
①環境管理責任者対象：約１４０項目   
②各部門幹部社員対象：約７０項目    
③環境関連施設管理者対象：約３０項目  

　国内の富士通テングループ各社には、事業に関わる工程排水はありま 
せん。また、生活排水については下水道排水口、浄化槽排水口で法定水 
質測定を行うほか、雨水排水溝についても自主的な水質測定を実施して 
います。 

■ 法規制値の遵守状況 

□ 国内グループの監査者数 

□ 海外グループの監査者数 

■ ＩＳＯ１４００１認証取得状況 

　環境マネジメントシステムに基づく内部監査を実施し、その結果を基に 
環境保全活動状況をチェックしながら、１年間のマネジメント活動に評価を 
加え、さらに環境マネジメントシステムのスパイラルアップを図ります。 

　富士通テングループでは、監査のチェック機能が有効に働くよう、環境 
監査チームをＥＭＳから独立した組織としているほか、経営層が、主任監査 
者にＥＭＳに直接関与しない者を任命するなどの工夫をしています。 

■ 環境監査 

【水質汚染対策】 

富士通テングループの国内生産拠点では、過去の使用物質である１,１,１-
トリクロロエタン、トリクロロエチレンについて、敷地内の使用経歴のある場所
での土壌調査を２００１年度に完了し、土壌汚染のないことを確認しています。 
今後は、工場内建物の撤去や土地の売却等の機会を捉えて土壌調査

を実施し、土壌汚染によるリスク低減に取り組んでいきます。 

【土壌･地下水汚染対策】 

水質と同様に、大気・騒音・振動についても環境規制値より厳しい自主
管理基準を設けて、定期的な測定を実施しています。 

【大気汚染・騒音・振動対策】 

国内拠点においては、ＰＣＢを材料に含むトランスやコンデンサ、蛍光灯
安定器の使用・保管はありません。 

【ポリ塩化ビフェニール（PCB）の保管】 

前年度監査以降の変化 

システム変更点 
前年度監査結果 

監査計画 

環境管理監査者 
リフレッシュ教育 

内部環境監査 

監査報告 

是正・結果報告 

統括責任者が主任環境管理監査者を指名 

監査計画に基づき環境管理監査者全員が事前スタディ  

主任監査者 １０名 

□ 指摘件数と是正状況（国内） 

指摘件数 ７５件 

是正件数 ７５件 

□ 指摘件数と是正状況（海外） 

指摘件数 ９２件 

是正件数 ９２件 監 査 者  ３９名 

主任監査者 ６名 監 査 者  ３７名 

統括責任者が方針・目標などを見直し  

環境側面の変化 

【２００４年度内部環境監査結果】 

 

国 内  

 

 

 

海 外  

拠 点 名  

富士通テン 本社工場 

富士通テン 中津川工場 

栃木富士通テン 

FTCP（フィリピン） 

FTCA（アメリカ） 

天津富士通天（中国） 

FTdM（メキシコ） 

FTEG（ドイツ）（※） 

FTTL（タイ） 

富士通天電子（中国） 

認証取得年月日 

１９９７年６月２４日 

１９９７年８月２６日 

１９９７年１０月２７日 

１９９８年１０月２１日 

１９９９年６月１７日 

１９９９年１２月１５日 

２０００年６月２日 

２００３年５月２６日 

２００３年１０月２２日 

２００５年１２月予定 

審査機関名  

J A C O 

J A C O 

J A C O 

T U V  Rheinland 

L R Q A 

C C E M S 

L R Q A 

T U V Rheinland 

UNITED 

未　   定 

認定機関名  

ＪＡＢ・ＵＫＡＳ 

ＪＡＢ・ＵＫＡＳ 

ＪＡＢ・ＵＫＡＳ 

ＤＡＲ 

ＡＮＳＩ・ＲＡＢ 

ＺＨＢ・ＵＫＡＳ 

ＲＡＢ・ＡＮＳＩ 

ＤＡＲ 

UKAS 

未　　定 

（※）販売拠点 

国内の富士通テングループにおいて、水質・大気・騒音・振動に関する
測定を定期的に実施しており、２００４年度は環境関連法や条例に関する環
境規制値および自主基準値を超えた環境排出はありませんでした。環境関

連法に関する国内生産拠点の環境測定結果データは、３３～３５ページをご
参照ください。 
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　社内教育プログラムに「環境管理」を取り上げ、各階層別に環境教育 
を実施しています。特に、環境管理業務に直接携わる環境管理責任者、 
環境保全推進員や環境管理監査者および環境有意作業者に対しては、 
必要な知識・技術を身につけてもらうため特別教育（養成教育またはリフレッ 
シュ教育）を行っています。 
　また、環境保全推進員および 
環境管理監査者の養成教育修 
了後には理解度テストを実施し、 
一定以上の成績を修めた者だけ 
を選任することで、力量レベルの 

維持を図っています。 
　２００４年度の特別教育の実施結果は下表の通りでした。また、海外のＩＳＯ 
１４００１認証拠点においても、環境管理業務に直接携わる従業員や新入 
社員などに対し、機会を捉えて環境教育を実施しています。 

　２００４年度は、中津川工場において、近隣住民の方から構内駐車場で 
の夜間の騒音に関する苦情（アイドリングしながらの大声での会話）を１件 
受けました。これは従業員のマナーの問題であり、苦情内容および駐車場 
利用時のマナーについて、全職場に通知するとともに、駐車場にマナー遵 
守を訴える看板を設置する対策をとりました。 

　また、ＦＴＴＬ（タイ）においてIＰＡ（イソプロピルアルコール）を廃棄する際 
に、一部がこぼれる事故が発生しましたが、ただちに緊急対応スタッフが社 
外への漏洩防止処置を取り、工場敷地外への流出を防ぎました。 
　なお、国内・海外とも、環境関連の訴訟および罰金の科料はありません 
でした。 

　本社工場では、建設工事等による工事公害および建物公害を未然に 
防止するとともに、事業活動による環境負荷の最小化を図るため、２００５年 
４月に「工場環境アセスメント実施基準」を制定し、「用地売買」「工場等（建

屋）の建設」「既存建屋の解体・撤去」等を行う場合には、計画段階から 
アセスメントを行い、合格した工事のみを実施するしくみを確立しました。今 
後は、このしくみを他の国内生産拠点にも拡大していきます。 

リフレッシュ教育 

環境管理責任者研修 

環境管理監査者教育 

環境保全推進員教育 

事務用品や蛍光灯などについてグリーン購入を進めてきた結果、２００３年度までに定型購入品２６１品種のすべてがグリーン製品となりました。 

阪神・淡路大震災以来、毎年１月に行われる全社防災訓練に合わせて、
化学物質の漏洩事故（貯蔵施設付近）を想定した模擬対処訓練を実施し
ているほか、化学物質の使用職場では、作業中に溢れた場合の処置訓練
や常備している処置用具の点検を定期的に実施しています。 

□ 訓練実施状況（模擬対処訓練） 

※全社で行う防災訓練等を除く 

■ 緊急時の対策訓練 

■ 環境関連の苦情・事故・訴訟 

■ グリーン購入 

環境への負荷を極力少なくし、
資源・エネルギーの循環的利用を
促進するためには、自らの事業エリ
ア内の取り組みのみならず、部品・
原材料やサービスの取引先（上流
側）、当社製品の納入先（下流側）
並びに富士通グループなどの関連
企業と連携した効率のよい取り組
みが不可欠と考えています。 

■ 関連企業・ 
取引先との連携 

■ 工場環境アセスメント基準の制定 

■ 環境教育 

工 場 名  

本 社 工 場  

中 津 川 工 場  

栃木富士通テン 

海 外 拠 点  

実 施 回 数  

１回 

４回 

５回 

２８回 

延べ参加人数 

１３名 

１１８名 

２１名 

３３５名 

受 講 者 数  受 講 者 数  

幹部社員 

幹部社員・専門職 

延べ人員 

幹部社員 

中堅社員 

新入社員 

２名 

３１名 

１０１名 

教 育 名  

新任幹部社員研修 

班長研修 

新入社員研修 

２６名 

１７名 

１２５名 

特　　　別　　　教　　　育 階　　層　　別　　研　　修 

取引先分科会活動 

製品環境アセスメント実施基準 

富士通テン グリーン調達ガイドライン 
要求事項の伝達 

取  引  先 関 連 企 業 富士通テン 

取引先環境評価 

容器包装リユース協力 

ＩＳＯ認証取得支援 

環境提案制度 

環境表彰制度（貢献賞） 

富士通グループ「関係会社環境責任者会議」 

富士通グループ環境会計 

富士通課題別委員会 

協豊会テーマ研究部会 

鉛フリー共同研究・鉛フリーフォーラム 

環
境
憲
章
・
取
り
組
み
プ
ラ
ン 

グリーン調達ガイドライン 

【おもなアセスメント項目】 ・建物の建設に伴う法規制対応 
・工事施工に伴う周辺への生活影響 ： 騒音振動、大気汚染、水質・土壌汚染など 
・建物の建設に伴う周辺への生活影響 ： 日照・採光阻害、電波障害、プライバシー阻害など 
・その他 ： 史跡・文化財への影響、動植物への配慮、エネルギー・リサイクル資源の有効活用など 
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２
０
０
３
 
２
０
０
４
 

２
０
０
２
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１
 

年
度 

１%（３） １%（３） 

１６% 
（６６） 

５５% 
（２１６） 

１７% 
（６７） 

６% 
（２２） 

４% 
（１７） 

２５% 
（９８） 

６１% 
（２４１） 

１０% 
（３９） 

３% 
（１２） 

１%（４） 

１３% 
（４８） 

１８% 
（５９） 

５２% 
（１９４） 

６０% 
（１９３） 

１９% 
（７０） 

１４% 
（４６） 

７% 
（２７） 

６% 
（１９） 

９% 
（３４） 

９% 
（２５） 

２３% 
（６６） 

２５% 
（７２） 

１４% 
（４０） 

 ９% 
（２５） 

１６% 
（５０） 

４% 
（１３） 

１０% 
（３９） 

３３% 
（１２４） 

２６% 
（９５） 

１２% 
（４３） 

９% 
（３４） 

３% 
（１２） 

７% 
（２６） 

１４% 
（４５） 

４６% 
（１４８） 

２３% 
（７５） 

８% 
（２５） 

６% 
（１９） 

２%（７） 

１２% 
（３５） 

３７% 
（１０８） 

２３% 
（６８） 

７% 
（１９） 

２１% 
（６１） 

１%（４） 

２% 
（６） 

環境報告  

環境マネジメント 

　富士通テンでは、「開放的」「公平・公正」「国内・海外無差別」の３ 
点を基本方針に、法令および社会規範を遵守しながら調達活動を展開 
しており、あわせて資源保護や地球環境保全にも配慮した活動を進め 
ています。 
　また、業務遂行にあたっては「清廉・誠実」「仕入先との個人的な利 

害関係の禁止」「社会常識を超えた接待等の禁止」「仕入先への寄 
付強要の禁止」「機密情報保護」を倫理原則として定めています。 
　富士通テンでは、今後もこれらの基本方針・倫理原則に基づき、取引 
先と連携しながらグリーン調達をはじめとするサプライチェーンにおける 
社会的責任を果たしてまいります。 

　当社のグリーン製品開発および工場の環境負荷低減にご協力いただ 
いた取引先の活動を対象に、優秀事例を選考して表彰する「環境貢献賞」 
を設定しています。２００４年度の表彰実績は次のとおりです。 

■ 環境貢献賞 

部材における有害物質含有状況の監視体制を強化するため、本社工
場に蛍光Ｘ線分析装置を導入しました。今後、富士通テングループの生産
拠点に導入する予定です。 

■ 蛍光Ｘ線分析装置の導入 

□ 環境マネジメントシステム評価：８０点満点 □ パフォーマンス評価を加えた総合評価：１００点満点 

グリーン調達 

環境経営の最重要課題である「グリーン製品開発」を促進するため、グリーン調達の考え方や目標、調達する部品・
原材料・副資材への環境配慮要求事項をまとめた「グリーン調達ガイドライン」を制定、取引先に配布しています。 
近年は「有害物質の不使用」「廃品のリサイクル」に関する規制化が急速に進んでおり、これに効果的に対応し、
企業の社会的責任を果たすためには、取引先との連携が不可欠です。 
また、お客様から製品の環境負荷情報の開示を強く求められるようになってきており、お客様とのコミュニケーション 
に迅速・誠実にお応えするには、製品単位・部材単位の環境情報を効率よく調査･集約できる体制・インフラ整備 
が重要です。 
これらの観点から、２００５年５月にグリーン調達ガイドラインを第３版に改訂するとともに、取引先に対して「指定有害
物質非含有宣言書」「部品環境情報調査表」の提出などの協力を依頼するための説明会を実施しました。 
今後は改訂したグリーン調達ガイドラインに基づき、部材に対する環境アセスメントと環境情報管理の徹底を図るな
ど、サプライチェーンを意識したグリーン調達活動を着実に推進します。 

【取引先へのお願い事項】 

・ISO１４００１等の外部公的機関の認定規格によるEMS認証を取得または 
それに準拠した環境保全活動に取り組んでいる企業から調達している部 
品、原材料、副資材 
・当社の規定する使用禁止物質を含まない部品、原材料、副資材 

環境保全面で配慮（省エネ・省資源、リサイクルの容易さなど）されたグリー
ン部材の調達 

２００４年度は２００３年度より０．１％増加し、９９．８％となりました。 
■ グリーン調達率 

【グリーン調達の定義】 
 

【グリーン部材の定義】 

１．環境マネジメントシステム（EMS）の確立 
・外部公的機関の認定規格によるEMS認証の取得、あるいは富士通グルー
プEMSの認定 
・指定有害物質管理体制の整備 

２．製品に関する環境対応 
・納入部材の環境情報の管理と報告　 
・指定有害物質規制の遵守　　 
・指定有害物質に関する遵法宣言書の提出 
・表示義務の遵守 
・省エネルギー・省資源・再資源化への配慮 

３．生産工程に関する環境対応 
・製造工程における使用禁止物質不使用 
・使用低減物質の廃止に向けた取り組み 

□ 評価項目と配点 

環境マネジメ

ントシステム

評価（８０点） 

パフォーマン

ス評価 

（２０点） 

分    類 評    価    項    目 

環境に関する方針 

環境影響評価と環境関連法 

環境保全活動の計画 

環境マネジメントに関する組織・体制 

環境保全に関する教育啓発活動 

省エネ・省資源活動 

廃棄物減量化・リサイクル活動 

環境負荷物質の使用削減活動 

評    価    項    目 

利害関係者とのコミュニケーション 

環境マネジメントシステムの文書化と文書管理 

緊急事態への準備 

点検および是正 

経営層による見直し 

環境負荷開示への取り組み 

社会貢献・地域活動への取り組み 

１２ 
１２ 
１２ 
１２ 
４ 
４ 
４ 
４ 

４ 
４ 
４ 
１２ 
４ 
４ 
４ 

■ 取引先環境側面評価結果　（評価対象： ２００１年度＝２９１事業所、２００２年度＝３７３事業所、２００３年度＝３２３事業所、２００４年度＝３９４事業所） 

（　）内は事業所数 （　）内は事業所数 

２００４年度 表彰実績   １社  「ネジの６価クロムフリー化対応」 

配
点 

配
点 

２００５年度からは「環境マネジメントシステム評価」項目にサプライチェー
ン管理を反映させた、新たな指標で評価します。 
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目標・実績・評価 

　「富士通テングループ地球環境憲章」に定めた事項を実践していく 
ための具体的目標として、１９９３年に第１期「富士通テン環境行動計画」
を策定して以来、取り組みテーマおよび連結範囲を段階的に拡大して 
きました。 
　２００３年３月に、２００５年度を最終達成年度として策定した第４期「富 
士通テングループ 環境取り組みプラン」では、連結範囲を海外生産拠 

点を含めた富士通テングループに拡大して活動を進めています。 
　また、これらのパフォーマンス目標を達成するため、環境マネジメント 
のグループ連携を強化するとともに、設計から製品廃棄までの各プロセ 
スや、製品そのものの環境負荷を正確に捉え、マネジメントするための 
システム構築を進めています。 
　２００４年度の実績は下表のとおりで、一部で目標が未達成となりました。 

　今後は、Ｇｒｅｅｎ Ｐｒｏｄｕｃｔｓ（企業固有の環境課題）やＧｒｅｅｎ Ｆａｃｔｏｒｉｅｓ 
（地域・地球共通の環境課題）に加え、企業倫理、地域活性、社会貢献、 
文化活動など社会的課題を対象としたマネジメントに注力し、他企業や地域・ 
団体とのパートナーシップ醸成につながる活動を強化・拡大していきます。 

□ 第４期環境取り組みプランの行動目標と実績 評価 ＝ ◎：目標を上回った  ○：ほぼ目標通り  △：目標を下回った　×：目標を大幅に下回った 

項　目 重点取り組みテーマ 行動計画最終目標 ２００４年度実績 ２００４年度目標 評 価  
参照 
ページ 

Green 
Products 

＋Green 
Sourcing

Green 
Factories 

＋Green 
Logistics 

＋Green 
Sourcing

製品含有禁止

物質の対象拡大 

地球温暖化対

策の推進 

省資源・資源循

環対策の推進 

化学物質の使用

削減と環境リスク

低減対策の推進 

鉛はんだの使用を２００７年７月以降に生産

する全製品において廃止する 

６価クロムを含有した部品の使用を２００５年

末までに全廃する 

鉛・カドミウムを含有した部品の使用を２００５

年末までに全廃する（※） 

水銀を含有しないバックライトを使用した製

品を２００７年度末までに市場投入する 

二酸化炭素排出量（生産高当たり）を２００５

年度末までに２００２年度比で１５%削減する 

二酸化炭素排出量（生産高当たり）を２００５

年度末までに１９９９年度比で１５%削減する 

廃棄物排出量（生産高当たり）を２００５年

度末までに２００２年度比で１０%削減する 

廃棄物再資源化率９０%を２００５年度末ま

でに達成する 

廃棄物排出量（生産高当たり）を２００５年

度末までに２００２年度比で１０%削減する 

廃棄物再資源化率１００%を維持する 

PRTR対象物質使用量（生産高当たり）を２００５

年度末までに２００２年度比で３０%削減する 

 

フロー工法、低融点はんだ 

工法確立 

グ
ロ
ー
バ
ル 

グ
ロ
ー
バ
ル 

グ
ロ
ー
バ
ル 

グ
ロ
ー
バ
ル 

国
内 

国
内 

全工法の技術確立 

技術確立できた部品について

２００４年１２月末切替完了 
切替中（未完了） 

対象部品の調査完了 

代替技術の採用めどづけ完了 代替技術の採用めどづけ完了 

１０％以上 

１６％以上 

５％以上 

８９％以上 

９％以上 

１００％ 

２４％以上 

１２％ 

１０％ 

ー０.５％ 

９６％ 

８％ 

１００％ 

２５％ 

電球ガラス鉛、保護塗料鉛全廃 

○ ２７-２８ 

２７ 

３０ 

３１ 

３２ 

× 

○ 

○ 

◎ 

△ 

× 

◎ 

△ 

○ 

○ 

（※）欧州ＥＬＶ指令（＊）の禁止時期未定のものを除く全廃時期　 
（＊） 欧州ＥＬＶ（End of Life Vehicle）指令：使用済自動車の環境配慮に関するＥＵの規制。車両への指定有害物（鉛、６価クロム、カドミウム、水銀）の使用禁止や車両のリサイクル率の確保について規定されている 
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目標・実績・評価 

環境保全に係わる費用と経済効果･物量効果を定量的に把握・評価する「環境会計」を２０００年３月期から 
実施し、結果を公表しています。２００４年度は海外拠点を含む富士通テングループ２０社について 
環境コスト・効果を集計しました。 
富士通テングループでは、環境省「環境会計ガイドライン」に定められた実質的効果に加え、 
推定的効果についても独自に算出基準を定めて、算出しています。 
今後は、評価結果を富士通テングループ各拠点における環境経営に反映できるようなしくみづくりを進めます。 

環境会計 

■ 環境コスト・経済効果の分類･集計の考え方 
□ 環境コストの考え方 

【２００４年度の結果】 
富士通テン単独 ： 

□ 経済効果の考え方 

関係会社（国内） ： 

環境コストが、人員増に伴う事業エリア内コスト５百万円増により前年度
比３百万円増の３５百万円、環境効果は、ライン統合などによる省エネルギー
効果が増加したため、前年度比３百万円増の９百万円となりました。 

関係会社（海外） ： 

２００４年度は新たに物流拠点を含む３社を連結範囲に加えました。 
環境コストは前年度とほぼ同額の１０５百万円でしたが、環境効果につい

ては天津富士通天およびFTCPの省エネルギー効果が前年度比で４百万
円増加したほか、２００４年度から環境教育実施による推定的効果を集計に
加えたため、全体では前年度比７百万円増の３１百万円となりました。 

環境効果 
　前年度と同額の１５０百万円でした。 
　グリーン製品適合機種が増えたことにより研究開発効果が約４０百万円 
増加しましたが、廃却設備・治具の部品回収・再使用実績がなかったこと、 
および新聞記事掲載件数の減少による推定的効果減少により、トータル 
では前年度と同額となっています。 

実質的効果 ： 
環境保全活動の成果を直接金額で表示できる効果 
省エネルギー活動による費用節減、有価物売却の収入など 

推定的効果 ： 
直接金額で表せないものを、一定の基準で金額化した効果 
環境保全活動の利益獲得への寄与、将来的な環境リスクの回避効果など 

環境コスト 
　前年度より１４２百万円増加し、５５１百万円となりました。 
　２００４年度、富士通テンでは「有害物質の不使用」「廃品のリサイクル」 
に関する規制化や、お客様からの製品環境負荷情報の開示要請に対応 
するため、人員の増員を含む体制整備を進めてきました。 
　この結果、研究開発コストが８２百万円、管理活動コストが４６百万円増 
加しました。また、サプライチェーンマネジメントの強化に伴い、従来は計上 
していなかったグリーン調達に係る工数を計上することとしたため、上下流 
コストが２０百万円増加しました。 

【２００４年度の結果】 
　富士通テングループの生産高は年々増加しており、今後も増加が見込 
まれています。これに伴ってＣＯ２排出量も増加しており、「環境負荷改善 
効率（※１）」はマイナス値となっています。 
　なお、「環境効率（※２）」については、ほぼ横ばいとなりました。 
 

（※１） 環境負荷改善効率（環境負荷の低減量／環境コスト）： 
時系列での比較評価により明らかになった環境改善効果と環境コストとの関係を表す指標（環境対
策が進めば進むほど、絶対値が増えにくくなります。また環境負荷が前年度を上回るとマイナス値にな
ります） 

 
（※２） 環境効率（生産高／環境負荷）： 

単位環境負荷当たりの生産高を表す指標 
（改善効果が進めば進むほど、経済価値が向上することが見えるものです） 

　事業活動に伴って発生させた環境負荷や保全活動の物量効果など、環境パフォーマンスを絶対値で把握するとともに、環境負荷と経営関連指標 
（生産高・環境コスト）とを関連づけた環境負荷改善指標を設定し、経営の視点から保全活動の効率を評価して環境マネジメントのスパイラルアップ 
を図っています。 
　なお、富士通テンでは指標となる環境負荷として「エネルギー使用に起因するCO２排出量」を用いています。 

■ 物量効果と環境負荷改善指標 

※連結範囲：２００３年度＝１７社　２００４年度＝２０社 

環境損失 

維持コスト 

環境リスク低減 

全体的に環境 

コストダウン 環境投資 

環境負荷 

新規設備投資は５年間の定額償却とした年額、その他は該当年度の発生コストを計上 
 

（投資額を環境に係る割合で按分） 

□ 環境コストの内訳 □ 環境効果の内訳（経済効果） 

環 境  
コスﾄ 

富士通テン単独 
関 係 会 社  

環境損失 

維持コスﾄ 

環境投資 

国 内  海 外  

２００３年度 

０ 

３７５ 

３４ 

４０９ 

０ 

５３６ 

１５ 

５５１ 

０ 

３２ 

０ 

３２ 

０ 

３６ 

０ 

３６ 

０ 

９３ 

１１ 

１０４ 

０ 

９４ 

１１ 

１０５ 

０ 

５００ 

４５ 

５４５ 

０ 

６６６ 

２６ 

６９２ 

２００４年度 ２００３年度 ２００４年度 ２００３年度 ２００４年度 ２００３年度 ２００４年度 

グループ合計 
環境  
効果  

富士通テン単独 
関 係 会 社  

実質的効果 

推定的効果 

計 

計 

国 内  海 外  

２００３年度 

７６ 

７４ 

１５０ 

５３ 

９７ 

１５０ 

５ 

１ 

６ 

９ 

０ 

９ 

２４ 

０ 

２４ 

２８ 

３ 

３１ 

１０５ 

７５ 

１８０ 

９０ 

１００ 

１９０ 

２００４年度 ２００３年度 ２００４年度 ２００３年度 ２００４年度 ２００３年度 ２００４年度 

グループ合計 

（単位：百万円） （単位：百万円） 

※連結範囲：２００３年度＝１７社　２００４年度＝２０社 
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【環境会計の基本事項】 

□ 環境負荷改善効率（CO２排出削減量/環境コスト）（単位：t-c/億円） □ 環境効率（生産高/CO２排出量）（単位：億円/t-c） 

□ ２００４年度環境会計 

分 類  

公害防止コスト 

地球環境保全コスト 

資源循環コスト 

下水道費 

年 度  富士通テン単独 
関 係 会 社  

海 外  

－２６１．８ 

－１７８．０ 

－９０．１ 

－８４．４ 

グループ合計 
国 内  

－８２．５ 

－４６．７ 

２００４ 

２００３ 

－５４．７ 

－６６．３ 

年 度  富士通テン単独 
関 係 会 社  

海 外  

０．２４８ 

０．２５８ 

０．２７９ 

０．２７３ 

グループ合計 
国 内  

０．５５５ 

０．５６９ 

２００４ 

２００３ 

０．２６７ 

０．２４６ 

公害防止効果 

地球環境保全効果 

資源循環効果 

管理活動効果 

研究開発効果 

環境損傷効果 

環境ビジネス効果 

上下流コスト 

管理活動コスト 

研究開発コスト 

社会活動コスト 

環境損傷コスト 

環境ビジネスコスト 

環 境 コ スト  計 

計 経 済 効 果  

上下流効果 

物 量 効 果  

 

事業エリア

内コスト 

 

その他の 

効 果  

 

事業エリア

効 果  

 

環

境
コ
ス
ト 

 

環

境

効

果

 

内 容  
富士通テン 

単 独  

グループ 

合 計  

関係会社 

海 外  国 内  

６ 

２２ 

６７ 

１１ 

２５ 

１７０ 

２５０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

５ 

１９ 

２ 

０ 

１０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

１８ 

１４ 

２２ 

１ 

０ 

５０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

２４ 

４１ 

１０８ 

１４ 

２５ 

２３０ 

２５０ 

０ 

０ 

０ 

９ 

５９ 

２０ 

１２ 

１７ 

７３ 

０ 

０ 

０ 

２３ 

５ 

０ 

３ 

０ 

０ 

０ 

５５１ ３６ １０５ ６９２ 

３１ １９０ 

－２８８ －６２２ 

９ 

３０ 

１２ 

１２ 

１４ 

７３ 

０ 

０ 

０ 

６ 

３ 

０ 

０ 

０ 

０ 

０ 

１５０ ９ 

－３０１ －３３ 
環境負荷低減量（２００３年度負荷量－２００４年度負荷量） 

ＣＯ２排出量 （単位：ｔ-ｃ） 

大気・騒音防止等のためのコスト、環境関連設備のオペレーションに係る人件費 

省エネルギー対策費用、温暖化防止等のコスト 

廃棄物リサイクル費用等、資源の効率的利用のためのコスト 

公共下水道費 

生産・サービス活動に伴って上流または下流で生じる負荷を抑制するためのコスト（製品リサイクルコスト） 

管理活動における環境保全コスト（認証維持コスト等） 

研究開発活動における環境保全コスト（グリーン製品・環境対応技術の設計・開発費用） 

社会活動における環境保全コスト（緑化推進コスト等） 

環境損傷に対応するためのコスト（土壌・地下水汚染等の修復コスト、補償金等） 

環境ビジネスに係わるコスト 

生産活動により得られる付加価値の内、環境保全活動の寄与額 

電力・油・ガス等の使用量減に伴う費用削減額 

廃棄物減量化、有効利用等による削減額 

廃製品等のリサイクルによる有価品・リユース品の売却額、部品再使用による部品代差額 

従業員の社内教育効果、環境広報活動による企業イメージアップ貢献額 

グリーン製品、環境配慮型製品の販売貢献額、ライセンス収入額 

地下水汚染対策等による住民補償等の回避額 

環境ビジネスの販売貢献額 

（１）２００４年度 ： ２００４年４月１日から２００５年３月３１日まで 
（２）２００３年度 ： ２００３年４月１日から２００４年３月３１日まで 

１. 生産活動により得られる付加価値に対する環境保全活動の寄与額 
効果額 ＝ 付加価値 × 環境保全設備の維持運営コスト / 総発生費用 

２. 法規制不遵守による事業所操業ロス回避額 
効果額 ＝ 付加価値 / 稼動日数 × 操業ロス日数 

３. 広報活動効果額　効果額 ＝ 新聞・雑誌の広告費用 × 記事掲載件数 

１．対象期間 

富士通テンおよび国内外の連結子会社（ただし、販売・ソフトウェア開発などの連結子会社では一部未集計の拠点もあり、 
２０社を対象として集計しています） 

２．集計範囲 

（１）環境負荷改善指標 ： 環境省公表「事業者の環境パフォ－マンス指標（２００２年度版）」 
（２）環境会計 ： 環境省公表「環境会計ガイドライン２００５年版」に準拠して作成した 
「富士通テングループ環境会計ガイドライン」 

３．準拠ガイドライン 

環境省から二酸化炭素排出係数が示されている 
「エネルギー使用量（電気・油・ガス）」 

４．環境負荷改善指標に
おける負荷の範囲 ： 

（１）減価償却の集計方法 ： 耐用年数５年の定額法により、費用に含めています。 
（２）複合コストの計上基準 ： 「環境会計ガイドライン２００５年版」に準拠し、環境保全に関わる部分だけを集計しています。 

５．環境コストの算定基準 

（１）対象とした効果の範囲 ： 事業活動から産出する財・サービスの使用時・廃却時における環境負荷の減少を対象とした実
質的効果および推定的効果（リスク回避効果・みなし効果） 

（２）投資の効果の発現期間とその根拠 ： 実質効果については投資の減価償却期間（５年）と整合させています。 
推定的効果については、環境保全の寄与額や操業ロス回避額など、その年度内に完結するもの以外は、効果の発現期間
を１２カ月としております。効果の集計の根拠は以下のとおりです。 

６．環境保全対策に伴う 
経済効果の算定基準 

（単位：百万円） 
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事業活動と環境側面 

富士通テングループの製品は、開発・設計から回収・リサイクルまでのあらゆる段階で環境に負荷を与えています。 
そこで、富士通テングループの環境保全活動は、製品のライフサイクルすべてを視野に入れ、製品がその役目を終えるまでに 
環境に与える影響を認識、「投入する資材や天然資源」、「排出する廃棄物や排ガス・排水など」の環境側面ごとに 
定量的な評価を行った上で、企画、推進しています。 

地球温暖化対策①④ 
全グループで省エネルギ
ー設備の導入や節電活
動を徹底（Ｐ３０） 
 
用紙削減活動③ 
事務処理ペーパーレス化、
ペーパーレス会議の推
進やコピー用紙の発注
管理を実施（Ｐ３１） 
 
化学物質削減と 
取扱管理④ 
ＰＲＴＲ対象物質を重点
に取扱管理を徹底する
とともに代替化を推進 
（Ｐ３２） 
 
廃棄物減量化と 
適正処理⑥ 
３Ｒを基本に廃棄物発生
量の削減およびゼロエミ
ッションを推進（Ｐ３１） 
 

シミュレータの開発①② 
車両の実験走行に代えて、
車が走る､曲がる､止ま 
るなどのバーチャルな動 
作環境を作り出し、電子 
機器の開発評価ができ 
るシステムを自社開発 
 
グリーン製品開発③④⑤ 
製品環境アセスメントを
実施し、製造時・使用時
の省資源・省エネや有
害物質の使用排除など
を推進（Ｐ２７-２９） 
 
環境貢献製品の開発 
車の燃費向上に直接寄
与する制御用コンピュータ、
交通を円滑にして環境
保全に貢献するＩＴＳ関
連機器などを開発･提供 

グリーン調達の推進 
取引先に発行するグリー
ン調達ガイドラインに基
づき、環境負荷の少ない
部材を優先して購入。 
取引先の環境への取り 
組みについての評価・支 
援を実施（Ｐ２１） 
 
「天栄会」分科会活動 
①②③④ 
（取引先協力会） 
環境マネジメントシステ
ムの構築を進めるとともに、
共同配送の実施、納入
品荷姿の通箱化や部品
の鉛フリー化の推進など 
をテーマに自主的な活 
動を展開 
 
 

③鉱物､石油､森林資源な
ど天然資源の採取 
④製品使用時の燃料消費 
⑤製品への有害物質含有
（部品） 

④環境負荷物質の排出 
⑤生活排水 
⑥廃棄物 

②製造工程での環境負荷
物質の排出 

③運送車両の排ガス 
④持込み容器包装廃棄物 
 

②実験車両の排ガス 
 
 

①エネルギー資源の消費 
②水資源の消費 
③森林資源の消費 
 

①運送車両の燃料消費 ①実験車両の燃料消費 

環
境
保
全
の
取
り
組
み 

事業所内共通  

開発・設計  部材調達  

主要環境側面  
（ インプット） 

主要環境側面  
（アウトプット） 

主要環境側面  
（製　　　品） 

環
境
影
響
の
発
生
要
素 

事業活動  
商品の流れ 
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地球温暖化対策① 
製造ラインの統廃合、リ
ードタイムの短縮などに
よる省エネルギーを推進 
 
環境負荷物質の 
削減②⑤ 
鉛フリーはんだの適用拡
大や電子基板のコーテ
ィングレス化などＰＲＴＲ 
対象物質の使用削減、 
ＶＯＣガス（有機溶剤） 
の排出抑制対策を強化 
 
部材容器包装の 
リユース④ 
部品メーカの緩衝材リユ
ースに協力するため、製
造工程でトレー・リール・
スティック等を分別して
返却 
 

⑤製品への有害物質含有 
　（副資材） 
 

グリーン物流の推進①③ 
荷揚げ港の変更や目的
地・出荷量のトータル管
理による積載効率向上・
輸送距離短縮を推進 
（Ｐ３０） 
 
エコカーの採用①③ 
ハイブリッドカーや低燃
費車への転換を推進 
（Ｐ３０） 
 
製品容器包装の削減② 
包装箱のダウンサイジン
グ化の推進 
 
カタログ･製品説明資 
料への環境配慮② 
再生紙や環境負荷の少
ない印刷インクの利用を
推進 
 

製品の省エネルギー設計（製品使用①） 
※開発・設計段階のグリーン製品開発を参照（Ｐ２７-２９） 

 

 

 

使用済み製品の環境汚染リスク低減（製品廃棄①） 
製品に含有する有害物質全廃の推進 
（対象物質：鉛、６価クロム、カドミウム、水銀など） 
※開発・設計段階のグリーン製品開発を参照（Ｐ２７-２８） 

※当社製品のほとんどは車に取り付けられるため、廃車時にシュレッダーダスト

として埋め立て処分されています 

 

 
 
使用済み製品の資源循環（製品廃棄①） 
※使用済み製品の積極的な回収は行っていませんが、回収された製品は修

理期間中の代替品として活用したり、解体して付加価値の高い部品の再

利用を進めています 
 
 
 
 

 

②製造工程での環境負荷
物質の使用・排出 

③不要部材（端材･仕損） 
④使用済み部材容器包装 

①自動車の燃料消費 
　（間接影響） 
 
 

①使用済み製品 
　（シュレッダーダスト） 
 

③物流・営業車両の排ガス 
④使用済みカタログ・製品
容器包装 

 

①製造設備の電力消費 ①物流・営業車両の燃料
消費 

②カタログ・製品容器包装
製作での紙消費 

製　造  
 
 

製品物流･販売･  
アフターサービス 

 

製品使用 
 
 

製品廃棄  
（回収･リサイクル） 
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グリーンプロダクツ 

欧州ELV指令への 
取り組み 

欧州では２００３年７月よりＥＬＶ指令が施行され、鉛、カドミウム、６価クロム、水銀が一部の使用用途を除き 
含有禁止となりました。当社では、これまで鉛、カドミウムについて２００３年７月の禁止用途での全廃を完了しました。 
２００４年以降は、ＥＬＶ指令の規制時期より１年以上早く有害物質の使用を全廃する計画です。 
 

□ 含有部位ごとの規制時期と当社の全廃計画 

含 有 部 位  ２００３年度 ２００４年度 ２００５年度 ２００６年度 ２００７年度 

１月～ 

０８年７月～ 

１２月末 

規制時期未定 

規制時期未定 

市場投入 

７月 

７月～ 

８月末 

１２月末 

７月～ 

７月～ 

富士通テンでは、設計段階で製品ごとにアセスメントを実施し、一定の基準をクリアしたもののみ製品化する 
「製品環境アセスメント」のしくみを確立。さらに一定基準をクリアした上で、特に省エネ・省資源・有害物排除などで 
顕著な改善を実施した製品を「グリーン製品」と認定する制度を運用して、製品への環境配慮を促進しています。 

■ 欧州ELV指令の規制時期 
■ 当社切替実績 
■ 当社切替目標 

２００４年度に新規設計した製品の「グリーン製品」適合率は５０％です。（８１８品番／１６３０品番） 

電球のガラス 

機械加工用アルミ（鉛≦１％） 

 

はんだ 

厚膜ペースト 

 

クロメート処理 

 

液晶のバックライト 

鉛 

カドミウム 

６価クロム 

 

水銀 

□ 製品の環境負荷低減への取り組み 

液晶ディスプレイ 

デッキ 
プリント基板 
アッシー ギア（樹脂部品） 

フレーム 

シャーシ、ネジ 
はんだ鉛フリー化 

２００５年 新機種設計対応 
２００７年 全機種切替完了 

水銀レスバックライト 
２００７年適用開始 

・キセノン方式 
・LED方式 

６価クロムフリー化 
２００５年１２月切替完了 

・クロムフリー鋼板 
・３価クロム 

VOC低減 
（揮発性有機化合物） 
２００６年適用開始 

・VOC規制対応コーティング材 
（トルエン・キシレンフリー） 
・VOC低減タイプPOM

スピーカ・コーン・ 
接着剤 

グリーン製品シンボルマーク 



製品環境情報システム 
（データベース） 

ＰＤＭシステム 

製品名 

ユニット 

部品 

部品 カドミ ２mg

６mg水銀 

部品 

部品 

未 ー 

済 

済 

済 

有 

有無 量 物質名 

無 

有 

アセス実施 
（未/済） 
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製品環境情報システム 

PDMシステム（※）と連携した製品環境マネジメントシステムを構築し、グリーン製品の設計開発支援ツールとして 
設計者が利用しています。今後はさらにバージョンアップし、自動車メーカに定量的な製品環境情報を 
タイムリーに提供するためのシステムとしていきます。 

■ 鉛フリーはんだ 
　２００７年７月以降、全製品への鉛フリー適用を目標としています。２００４ 
年度にはフロー工法、低融点はんだ工法を確立し、部品の鉛フリー対応品 
への切り替えを実施しました。また、前年度までのメイン基板、ディスプレイ 
基板に加え、デッキ用基板、チューナー用基板への鉛フリーはんだの適用 
を行いました。 

■ ６価クロムフリー対応 
　６価クロムはブラケット、シャーシなどの鋼板やネジの亜鉛めっき部分に 
含まれています。 
　品質確認できた部品は順次、新規製品に適用を進めており、代替技術 
確立中の部品については２００５年１２月末までに切り替えを実施し、全製品 
の６価クロム全廃を完了する予定です。 

（※）PDM［Product Data Management］システム： 製品情報管理システム。図面、部品表や仕様書など製品に関する技術情報のデータを管理するためのシステム 
 

デッキ用基板 ６価クロムフリー適用部品 チューナー用基板 

お客様要求・規制情報の登録 
評価結果に対するマネジメント お客様への製品環境負荷情報提供 

IMDS（※） 

□ 製品環境アセスメントシステムの概要 

仕入先部品メーカ 

部品の材料情報 

提供 

調達部門 

お客様 

製品の環境情報 

グリーン製品開発 

製品企画・設計 

製品環境アセスメント 

量産化 

有益関連情報の提供 
（お客様の要求、 
規制動向、ノウハウ等） 

アセスメントチェックリスト 

アセスメント実施管理 

評価結果の集計・ 
フィードバック 

グリーン製品 
認定 

０３年８月より報告開始（IMDS対応） 

（※）IMDS（International Material Data System）： ドイツ自動車工業会とEDS独社が構築した、自動車に使われる部品ごとの素材情報を全て開示、登録するシステム 

合
格 



TV/GPS一体型フィルムアンテナ 

水素燃料タンクシャットバルブコントローラ 
 

ミリ波レーダ 

当社製品のライフサイクル 
 

包装材サイズダウン 

①資源の採取 

②材料の製造 

③部品の製造 ④製品の組み立て 

⑤製品の使用 

⑥廃棄・リサイクル 

部品 
調達 

製品 
出荷 

材料（鉱物・石油etc.） 
エネルギー（電力etc.）の使用 

仕入先部品メーカーと当社で発生した 

：当社製品のライフサイクル 

：試行の範囲（①～④） 

LCA値（CO2排出量）を算出 

＜当社＞ 

＜自動車＞ 

＜仕入先部品メーカー＞ 

環境報告  

グリーンプロダクツ 

■ TV/GPS一体型フィルムアンテナの開発（世界初） 
　従来、立体型の形状をしていたGPSアンテナをフィルム化し、既に製品化しているフィルムTVアンテナと統合し 
ました。これにより、取り付け性の向上、運転中の視界に与える影響の軽減、車室内美観の改善が図れるほか、質 
量も当社従来品比で約１/１０となり、省資源化にも貢献します。 
　２００４年７月発売の国内向け当社市販商品ECLIPSEのAVN 
（Audio Visual Navigation）製品全機種から採用されており、今 
後も順次展開していく予定です。 

　トヨタ自動車（株）と日野自動車（株）は、共同で燃料電池ハイブリッドノ 
ンステップ大型バスFCHV-BUS２を開発しました。当社は、FCHV-BUS２ 
用の水素燃料タンクシャットバルブコントローラを開発・製造しています。 
　また、モーター駆動、燃料電池での発電量、２次電池への充放電などを 
総合的に制御するECUをトヨタ自動車（株）より開発受託し、開発しました。 
　FCHV-BUS２はNOxもPMもゼロで、特に、都市の大気環境をクリーン 
化するねらいがあります。 

■ 燃料電池車用コントローラ 
　包装材の削減、納入先での廃棄物の低減、輸送効率の向上による燃 
費やCO２発生の低減などを図るため、製品出荷用の梱包材のサイズダウ 
ンを行っています。 
 
例）オーディオアンプ用段ボール 
　自動車メーカー向け交換用のオー 
ディオアンプの両側にはブラケット 
がついているため、従来は容積の 
大きな段ボールを使用してきました 
が、ブラケットがネジ止めされている 
ことに着目しブラケットをはずした 
状態で梱包することで、段ボール 
のサイズダウンおよび内封される 
緩衝材の軽量化を図りました。 

■ 包装材のサイズダウン 

　当社のミリ波レーダは、既に、先行車に対して安全な車間距離を保って 
追従走行するAdaptive Cruise Controlをはじめ、衝突を予測し警報やアク 
ティブブレーキ等を使って衝突時の被害を低減するCollision Mitigation  
Systemに採用されています。 
　２００４年には、高集積信号処理ICの新開発など構成部品の改良により、 
製品奥行きを７０mm（従来比 ２０%減）に小型化、重量を５６０g（同２２%減） 
に軽量化したミリ波レーダを開発しました。 
　これにより、乗用車への取り付け性の向上を図ると同時に、省資源化に 
貢献します。今後さらに改良を加え、自動車メーカ各社での採用拡大を目 
指し、活動を進める予定です。 

■ 車載用76GHzミリ波レーダの小型化 

　当社では、２００３年度からライフサイクルアセスメント（ＬＣＡ）の実施ガイ 
ドラインを策定し、一部製品で試行しました。 
　試行では、投入されるエネルギー量をCO２排出量に換算した数値を環境 
負荷の評価基準とし、資源の採取段階から製品の組立段階までを対象に 
実施しましたが、今後は自動車に搭載された後のＬＣＡの算出ガイドライン 
を作成するなど、製品の使用、廃棄・リサイクルを含む全ライフサイクルのＬ 
ＣＡの実施に向けた取り組みを進め、ＬＣＡ結果をより環境負荷の少ない製 
品づくりに活用していきます。 

■ ライフサイクルアセスメント（LCA）の取り組み 

□ ケーブルを除くアンテナ部分のみの質量 
 

質量（g） 

２００２年９月 

２００３年８月 

２００５年３月 

従 来  

２５ 

一 体 型  

３（ー８８%） 

国土交通大臣認定を受け、１０月から公道テストを実施 

都営バスとして東京都内で運行を開始 

日本国際博覧会「愛・地球博」において、来場者の移動をサポート 

 

寸法（mm） 

容積（cm３） 

重量（g） 

改 善 前  

５８０×３３２×１５７ 

３０,２３２ 

８９１ 

改 善 後  

３７７×２０５×１７６ 

１３,６０２（ー５５%） 

５５４（ー３８%） 



０ 

２０ 

４０ 

６０ 

８０ 

１００ 

１２０ 
 

（台） 

２００４ 
（年度） 

 

０３ ０２ ０１ ００ 

７９ 
９２ ９８ 

１１３ １１４ 

１７ 

３６ 
４３ 

６９ ６９ 

２,５００ 

３,５００ 

４,５００ 

５,５００ 
 

（t-c） 

２００４ 
（年度） 

 

０３ ０２ ０１ ００ ９９ ９０ 

２,６８４ 

３,６６８ 

３,６９８ 
３,６６６ 

４,４４６ 

４,７３１ 
５,０４１ 

0

３０,０００ 

３５,０００ 

４０,０００ 

４５,０００ 

５０,０００ 
（MWh） 

２００４ 
（年度） 

０３ ０２ ０１ ００ ９９ 

３６,８６３ ３７,０５３ ３７,１１３ 

４０,９２１ 
４３,３２５ 

４６,２７１ 

0

６０,０００ 

６５,０００ 

７０,０００ 

７５,０００ 

８０,０００ 
（MWh） 

２００４ 
（年度） 

 

０３ ０２ ０１ 

６２,５８６ 
６５,７３１ 

６９,６２３ 
７５,４３０ 

0

６,０００ 

６,５００ 

７,０００ 

７,５００ 

８,０００ 

８,５００ 
（t-c） 

２００４ 
（年度） 

 

０３ ０２ ０１ 

６,３４８ 

７,１４７ 
７,５２８ 

８,０８０ 

0

灯油　０.１％ 
軽油　０.１％ 
天然ガス 
０.１％ 

LPガス　０.５％ 
 

都市ガス 
５.０％ 

 
重油　１２.２％ 

LPガス　０.１％ 
灯油　０.１％ 

 
都市ガス 
８.２％ 

 
重油　１３.８％ 

電力　８２.０％ 電力　７７.８％ 

総排出量 
８,０８０t-c

本社工場 
４７.０％ 

その他　２.７％ 
国内販社 
１.１％ 

 
栃木富士通テン 

１０.５％ 
 

中津川工場 
３８.７％ 

総排出量 
５,０４１t-c

０ 

７,０００ 

７,２００ 

７,４００ 

７,６００ 

７,８００ 
 

（km） 

２００４ 
（年度） 

 

０３ ０２ ０１ ００ ９９ 
０ 

２０ 

４０ 

６０ 

８０ 

１００ 
 

（％） 

２２ 

３９ ４４ 

６１ ６１ ７,４３０ 

７,２５３ ７,２５３ 

７,６５７ 

６,８７９ ６,８７９ 

エネルギー使用量 生産高 

CO２排出量 原単位 CO２排出量 原単位 

エネルギー使用量 生産高 

低公害車 社有車台数 保有率 

総排出量 
５,０４１t-c

本社工場 
２９％ 
 
中津川工場 
２４％ 
 
天津富士通天 
１２％ 
FTCP　９％ 
 
 

国内販社　１％ 
その他　２％ 
FTTL　３％ 
FTCA　５％ 

栃木富士通テン 
７％ 
 

FTdM　８％ 
 

総排出量 
８,０８０t-c

１,０００ 

０ 

１,３００ 

１,６００ 

１,９００ 

２,２００ 
（億円） 

１,６７２ １,７１６ 

１,９５７ 

２,１９４ 

３.５ 

0

４.０ 

４.５ 
（t-c/億円） 

３.８０ 

４.１６ 

３.８５ 
３.６８ 

７４８ 
９４８ １,０２４ 

１,１１７ 
１,２７５ 

１,４４５ 

５００ 

０ 

１,０００ 

１,５００ 
（億円） 

３.８６ 

４.８５ 

３.８７ 
３.５４ 

３.９８ 
３.７１ 

３.４９ 

３.０ 

０ 

３.５ 

４.０ 

４.５ 

５.０ 

５.５ 
（t-c/億円） 

Env i r o nmen t a l  P e r f o rmance

地球温暖化の原因となるＣＯ２排出量を削減するため、省エネ設備の導入や節電の徹底はもちろん、 
設計・生産・物流の効率化や事務の効率化などの省エネルギー活動を行っています。 
２００５年度以降は、新たなＣＯ２排出抑制対策として、太陽光発電システムの導入やグリーン電力証書の購入・ 
排出量取引など、対象を広げた活動に着手します。 

■ 事業所での省エネルギーの取り組み 

環境報告  

富士通テングループでは、「第４期富士通テングループ環境取り組みプラン」に基づく共通の取り組みとして、 
「地球温暖化対策」・「廃棄物減量化対策」・「有害物質削減対策」をグローバルに推進します。 

グリーンファクトリー 

２００４年度 目標 ２００４年度 実績 

地球温暖化対策 

CO２排出量（生産高当たり）を２００２年度比で１０％削減する。 
CO２排出量（生産高当たり）を１９９０年度比で１６％削減する。 

グローバル 
国 内  

２００２年度比で１２％削減（目標達成） 
１９９０年度比で１０％削減（目標未達成） 

グローバル 
国 内  

　地球温暖化の原因となるＣＯ２排出量を削減するため、空調・照明の節電、省エネ型設備の導入やライン統廃合による設備稼動の無駄の排除、さらには 
設計・生産・物流の効率化や事務効率化なども省エネルギー対策の一環として捉えて全社活動を展開しています。２００４年度目標（生産高当たりのＣＯ２ 
排出量）についてはグローバルでは達成しましたが、国内では未達成となりました。 
　国内の目標未達成は、増産対応としての工場の２直稼動を拡大したことが主要因となっています。 

ＣＯ２、ＮＯxの排出抑制のため、荷姿変更や調達物流（部品のルート納入）
および車両入れ替え等による輸送効率の改善に取り組んでいます。２００３
年度以降、海外生産品の荷揚げ港を製品輸送先により近い港へ変更（陸
上輸送距離の短縮）して、物流におけるＣＯ２排出量の低減を図り、燃費指
数距離（※）を１９９９年度比で約５５２ｋｍ（約７.４％）短縮しています。 
また、アイドリングストップの励行や定期メンテナンスの徹底、および低公
害車への切り替えも継続して進めています。 

□ ２００４年度 種類別構成比 □ ２００４年度 拠点別構成比 

□ エネルギー使用量の推移（電力換算） 

□ ２００４年度 種類別構成比 □ ２００４年度 拠点別構成比 

□ 生産高当たりのCO２排出量と原単位の推移（エネルギーのみ） 

□ エネルギー使用量の推移（電力換算） 

□ 生産高当たりのCO２排出量と原単位の推移（エネルギーのみ） 

■ 物流車両・社有車の温暖化対策 

２００５年５月、本社工場内に新築した建物の屋上に芝生等を植え、リフレッ
シュスペースとして従業員に提供しているほか、輻射熱を遮ることによる省
エネ効果にも期待しています。 

■ 屋上緑化 

【その他の実施事項】 
・ 照明インバーター制御の導入（中津川工場） 
・ 変圧器削減（本社工場） 
・ マシン工程の効率化（中津川工場） 
・ 省エネ強調月間（巡回指導）の実施（全工場） 
・ 社内報による従業員の啓発（全工場） 

□ 燃費指数距離の推移 □ 低公害車保有率の推移 屋上庭園 
 

建物外観 
 

国　内 グローバル 

（※） 燃費指数距離： 
走行距離×燃費指数（当社従来の実測値：４ｔ車を「１」とすると、１１ｔ車は「１．３５」）×台数 



０ 
２００ 
４００ 
６００ 
８００ 
１,０００ 
１,２００ 
１,４００ 
１,６００ 
１,８００ 
２,０００ 
２,２００ 

（t） 

２００４ 
（年度） 

 

０３ ０２ ０１ ００ 

１５５ ８４ ３２ 
２０３ 

０ 

１,２６０ 
１,３９６ １,３７４ 

２,０５７ ２,０５５ 

紙くず　６０％ 

０ 

２０ 

４０ 

６０ 

８０ 

１００ 
（％） 

その他　６％ 
 

事業系一般ゴミ 
４％ 
 

金属くず　１２％ 
 

廃プラスチック 
１８％ 

８８ 
９４ ９８ 

９０ 
１００ 

総排出量 
４,０５８t

紙くず　４３％ 
 
 
 
 
 
廃プラスチック 
１９％ 
 
 

その他　４％ 
 

木くず　７％ 
 

事業系一般ゴミ 
８％ 
 

金属くず　１９％ 

総排出量 
２,０５５t

最終処分量 排出量 再資源化率 

マテリアル 
リサイクル 
８５％ 
 

サーマル 
リサイクル 

１５％ 
 総排出量 

２,０５５t

０ 
１０ 
２０ 
３０ 
４０ 
５０ 
６０ 
７０ 
８０ ７３.５ ７６.６ 

２００４ 
（年度） 

０３ 
０ 
１０ 
２０ 
３０ 
４０ 
５０ 
６０ 
７０ 
８０ 

６４.２ 
５８.３ 

５３.３ 
５８.３ ６０.５ 

２００４ 
（年度） 

０３ ０２ ０１ ００ 

（t） （t） 

環境報告  

富士通テングループでは、３Ｒ（Reduce：発生抑制、Reuse：再使用、Recycle：再利用）を基本に、資源循環型社会を 
見据えて廃棄物の減量化および再資源化に取り組んでいます。国内グループのすべての生産拠点では 
２００３年１月末までにゼロエミッションを達成しており、海外生産拠点については２００７年度末の達成を目指しています。 

２００４年度の削減目標に対しては、グローバル・国内拠点連結ともに目標を達成できませんでした。これは海外拠点の生産が増加したこと、国内拠点連結では
物流拠点で海外から納入される製品の包装廃棄物（木製パレットやダンボールなどで、すべてマテリアルリサイクル）が引き続き増加したことによるものです。 
国内・海外ともに、今後も生産増が見込まれるため、海外生産拠点とも連携し、さらに減量化に取り組みます。 
なお、再資源化率目標についてはグローバル、国内ともに目標を達成しています。 

グリーンファクトリー 

廃棄物減量化対策 

廃棄物排出量（生産高当たり）を２００２年度比で５％以上削減する。 
廃棄物再資源化率 ８９％以上 
廃棄物排出量（生産高当たり）を２００２年度比で９％以上削減する。 
廃棄物再資源化率１００％を維持する。 

グローバル 
 
国 内  

２００２年度比で０．５％増加（目標未達成） 
廃棄物再資源化率　９６％（目標達成） 
２００２年度比で８％削減（目標未達成） 
廃棄物再資源化率　１００％（目標達成） 

（※）富士通テングループの「ゼロエミッション」の定義： 
事業所から排出される廃棄物の発生抑制、再使用、再利用の３Rにより、単純焼却や埋め立て処分など有効利用されない廃棄物をゼロにする。 

（※）代表監査制度： 
富士通グループ内の複数の工場・事業所が同じ処理業者に委託している場合、代表事業所が監査を行い、監
査結果を水平展開する制度 

□ ２００４年度 種類別構成比 □ ２００４年度 廃棄物種類別構成比 

■ 廃棄物処理業者の監査 
　リスクマネジメントの観点から、国内生産拠点では、廃棄物の適正処理を 
徹底するためマニフェスト制度を確実に運用すると同時に、廃棄物が適正 
に処理されているかを確認するため、廃棄物処理業者（収集運搬・中間処 
理・最終処分）は年１回、リサイクル業者は３年に１回、それぞれ書類監査お 
よび現地監査を実施しています。 
　また、富士通グループの代表監査制度（※）に参加し、監査の効率化を 
図っています。 
　２００４年度は２４社を対象に監査を実施した結果、書類監査・現地監査 
ともに、改善が必要となる処理業者はありませんでした。 

■ 用紙購入量削減対策 
廃棄物（紙ゴミ）の総量削減、森林資源保護などのため、ペーパーレス
活動を推進しています。 
国内生産拠点では、事務処理のペーパーレス化やコピー機への裏紙ト

レイの設定による裏紙使用の推進などを進めているほか、部門ごとに購入
予算枚数を決めて、コピー用紙の発注管理を徹底しています。 
２００３年度以降、人員増により用紙使用量が増える傾向にありますが、
従業員１人当たりの購入量は２００４年度も２００２年度の水準を維持しました。 

２００４年度 目標 ２００４年度 実績 

□ 廃棄物排出量・再資源化率・原単位の推移 

□ 廃棄物リサイクル事例 （廃製品・廃部品） 

□ 廃棄物の排出量と再資源化率 

□ 用紙購入量 

グローバル 

□ 用紙購入量の推移 

国　内 

 
再資源化量 （t） 
最終処分量 （t） 
再資源化率（%） 
排出量（t） 
生産高（億円） 

生産高原単位（t/億円） 

２００２年度 
２，７６５ 
３８２ 
８８ 
３，１４７ 
１，７１６ 
１．８３ 

２００３年度 
２，９９６ 
４３１ 
８８ 
３，４２７ 
１，９５７ 
１．７５ 

２００４年度 
３，９０３ 
１５５ 
９６ 
４，０５８ 
２，２００ 
１．８４ 

※２００３年度実績から豊田物流センターを含んでいます 

リサイクル・活用方法 
鉄に再生 
各金属に再生 
銅を回収・再生 
貴金属を回収、残さは路盤材に再生 
金属は各金属に再生、基板は貴金属回収後、残さを路盤材に活用 
溶解して鉄は鉄に再生、プラスチックは高炉燃料に活用 
ガラス部分はガラスに再生、プラスチックは助燃材に活用 
材質の明確なものはプラスチックに再生、不明なものは助燃材に活用 

解体・分別後の品名 
鉄 屑  
非 鉄 金 属 屑  
電 線 屑  
基 板 屑  
金属系雑品屑 

鉄･プラスチック複合材 
液 晶 画 面  
廃プラスチック 

 
 
 

廃製品 
廃部品 
 

グローバル 国　内 

グローバル 
 
国 内  

□ ２００４年度 処理方法別構成比 

解体 
分別 



０ 

１０ 

２０ 
（t） 

２００４ 
（年度） 

０３ ０２ ０１ ００ 

１５ 

１２ 
１０ １０ １０ ７ ７ ６ ６ ６ 

０ 

１０ 

２０ 

３０ 
（kg/億円） 

１１ １２ 
１５ 

１８ 

２４ 

０ 

１０ 

２０ 

３０ 

４０ 

５０ 
（t） 

２００４ 
（年度） 

０３ ０２ ０１ ００ 

４６ ４４ 
３７ ３５ ３７ 

鉛 トルエン・キシレン 原単位 

Env i r o nmen t a l  P e r f o rmance

環境報告  

社内で使用されるすべての化学製品について、「化学物質安全データシート」により管理対象物質の有無や 
含有量（率）、人体への悪影響や環境へのリスクを把握する化学物質アセスメントを制度化し、 
環境リスクの高い化学製品を特定して使用低減活動を行っています。 
現在、使用低減活動の中心は、PRTR（※１）対象物質のうち使用量の多い鉛、トルエン、キシレンおよび 
VOC（※２）対象物質のなかでも使用量の多いＩＰＡ（イソプロピルアルコール）となっています。 

（※１）ＰＲＴＲ（Pollutant Release and Transfer Register 環境汚染物質排出・移動登録制度） 
有害性のある化学物質が環境中へ排出する量と、廃棄物や製品に含まれて事業所の外に移動する量を集計し、公表する制度で、日本ではPRTR法が２００１年３月から施行されています。 
（※２）ＶＯＣ（Volatile Organic Compounds 揮発性有機化合物） 
常温で揮発し、大気に拡散する有機化合物のことで、光化学オキシダントを生成して森林を破壊したり、発ガン性、環境ホルモンなどの有害化学物質として環境を汚染し、生態系への影響が懸念されています。 

有害物質削減対策 

PRTR対象物質使用量（生産高当たり）を２００２年度比で
２４％削減する。 

グローバル  ２００２年度比で２５％削減（目標達成） 
 

グローバル 

２００４年度 目標 ２００４年度 実績 

□ ２００４年度 実績 □ 有害物質使用量と原単位の推移 

□ ２００４年度 実績 

■ はんだ（鉛）使用量の削減対策 
　従来から使用されている鉛入りはんだ（鉛含有率約３６％）に代わる、鉛 
フリーはんだの材料開発・工法開発を進め、２００２年７月に鉛フリーはんだ 
適用製品を市場投入し、順次、適用機種を拡大しています。また、はんだそ 
のものの使用量を削減するため、電子部品のＳＭＤ化（表面実装化）を実 
施しています（詳細は「鉛フリーはんだ使用製品（２８ページ）」を参照してく 
ださい）。 
【２００５年度以降の取り組み】 
　２００７年７月以降に生産される全製品において鉛はんだの使用廃止を目 
指して、フロー工法の確立やリフロー低融点はんだの技術確立および部 
品（電極めっき）の切り替えを進めています。 

■ ＩＰＡ使用量の削減対策 
はんだと同様に製造ラインの統合や製品混流化による使用削減のほか、
機械洗浄の間欠化や、さらに機械洗浄を中止して定期点検整備時の拭き
取りへと、自主取り組みを強化してきました。今後は処理施設（燃焼・吸着）
の設置も視野にいれた対策に取り組みます。 

■ トルエン・キシレン代替計画 
トルエン（基板コーティング剤）・キシレン（基板コーティング剤の希釈剤）
に代わる溶剤の技術確立を目指して、製品の信頼性評価を進めています。 

■ 環境汚染物質排出・移動登録（PRTR）制度への取り組み 
　PRTR法を厳守するため、化学物質の購入・廃棄量の管理集計を行う 
「PRTR対象物質（購入・廃棄）管理システム」を化学製品使用現場に展 
開し、PRTR法の対象となるすべての化学物質について、イントラネットに 
よる一元的管理を実施しています。 

　２００４年度は第一種指定化学物質の事業所ごとの取扱量１t以上のも 
のが行政への報告対象となっており、「鉛」・「キシレン」・「トルエン」につ 
いて報告を行いました。 

□ ２００４年度 ＰＲＴＲ結果 

 
第一種指定 
化学物質の名称 

 

キ  シ  レ  ン 
ト  ル  エ  ン 

鉛及びその化合物 

６３ 
２２７ 
２３０ 

３,９７４ 
１,６９２ 
９,５５６ 

３,９７４ 
１,６９２ 
０ 

０ 
０ 
０ 

０ 
０ 
０ 

排       出       量 移   動   量 

０ 
０ 
０ 

０ 
０ 
０ 

０ 
０ 
０ 

０ 
０ 

９,５５６ 

第一種指定 
化学物質の 
号番号 

 
 

取 扱 量  
リサイクル量、 
除去処分量、 
消費量 

 
大気への排出 

公共用水域 
への排出 

当該事業所に 
おける土壌への

排出 
（埋立処分以外） 

当該事業所に 
おける 
埋立処分 

 
下水道への移動 

当該事業所の 
外への移動 
（下水道への 
移動以外） 

※対象範囲：取扱量が１００ｋｇ以上の第一種指定化学物質（単位：kg） 

物 質  
鉛 

キシレン 
トルエン 
銀 
合計 

９７.２t

使 用 量  
３２,３１９  
３,９７４  
１,６９２  
５６  

３８,０４１ 

（単位：kg） 

グローバル 

国　内 

□ 有害物質使用量と原単位の推移 □ ＩＰＡ（イソプロピルアルコール）使用量の推移 

 
鉛（t） 

トルエン・キシレン（t） 
原単位（kg/億円） 

２００２年度 
２７.０ 
６.３ 
１９.６ 

２００３年度 
２８.０ 
５.５ 
１７.１ 

２００４年度 
３２.３ 
５.７ 
１７.３ 

ＩＰＡ（イソプロピルアルコール） 



０ 

２００ 

４００ 

６００ 

８００ 

１,０００ 

１,２００ 

１,４００ 
（t） 

２００４ 
（年度） 

 

０３ ０２ ０１ ００ ９９ ９８ ９７ ９６ ９５ 

０ 

５ 

１０ 

１５ 

２０ 

２５ 
（t） 

２００４ 
（年度） 

 
 

０３ ０２ ０１ ００ ９９ ９８ ９７ ９６ ９５ 

０ 

１０ 

２０ 

３０ 
（t） 

２００４ 
（年度） 

０３ ０２ ０１ ００ ９９ ９８ ９７ ９６ ９５ 

１,３６３ 

１,３８３ 

１,２９４ 

８０９ 

６５４ ６６４ ６４７ 
５９８ ６２５ 

６５２ 

３０６ ２９４ 
２４１ 

１８５ 
１４３ 

９６ ７１ ３０ 

２０２ 

０ 

２１ 

１９ １９ 

１１ 

７ 
６ 

３ 
２ ２ ２ 

２１ 

７ ７ ７ ８ ７ 
９ 

１４ 

１８ １８ 

紙くず　４７％ 
 
 
 
金属くず　１８％ 
 

その他　３％ 
 

木くず　９％ 
 

廃プラスチック 
１１％ 

 
事業系一般ゴミ 

１２％ 

■ 廃棄物減量化対策 

１,５００ 

０ 

１,７５０ 

２,０００ 

２,２５０ 

２,５００ 

２００４ 
（年度） 

０３ ０２ ０１ ００ ９９ ９８ ９７ ９６ ９５ ９０ 

１,６５０ １,６８８ 

２,２４９ 
２,３６６ 

２,１１２ 

１,８５６ １,８２５ １,７９５ 
１,６８７ 

１,５８８ 

１,７９２ 

１５,０００ 

０ 

２０,０００ 

２５,０００ 
（t-c） （ＭWｈ） 

２００４ 
（年度） 

０３ ０２ ０１ ００ ９９ ９８ ９７ ９６ ９５ ９０ 

１５,６１８ 

２１,６２３ 
２２,７３６ 

２０,３１９ 
１９,７２７ １９,２３２ １８,９８３ 

１８,２３０ 
１７,０５０ １７,１４１ 

１６,１４９ 

排出量 
１,３６３t

０ 

２０ 

４０ 

６０ 

８０ 

１００ 
（％） 

０ 

２０ 

４０ 

６０ 

８０ 

１００ 
（kg/億円） 

５３ ５３ 

６０ 

７１ 

７９ 
８５ 

９１ 
９６ ８５ 

１００ 

８２ 

６７ 

４３ 

３２ 
２８ 

１２ ６ ４ ３ ２ 

鉛 原単位 

ＣＯ２排出量 生産高当たりのＣＯ２排出量 

最終処分量 
排出量 
再資源化率 

3

0

4

5

6

7
（t-c/億円） 

４.６５ 

６.５４ 
６.２２ 

３.６１ 

４.９８ 

６.５５ 

３.９０ 
３.４５ 

３.５８ 
３.３１ ３.２６ 

データ集  

本社工場 

本社工場は、兵庫県神戸市の瀬戸内海に面した工業専用地域内にあり、全事業の開発・設計部門を含む 
本社事務所とカーＡＶ製品の製造工場を有する敷地面積約４３,５００m２、従業員２,３８３名の工場です。 
※２００２年度以降のデータには、物流拠点・テクノセンターの実績を含みます        

■ 有害物質使用削減対策 
□ 廃棄物排出量と再資源化率の推移 

■ 地球温暖化対策 
□ エネルギー使用量の推移（電力換算） □ 生産高当たりのＣＯ２排出量と原単位の推移（エネルギーのみ） 

□ ２００４年度　エネルギー種類別使用量 

□ ２００４年度　環境関連法に関するデータ 

□ ２００４年度　用水使用量 

□ ２００４年度　種類別構成比 □ 生産高当たりの廃棄物排出量（t/億円） 

□ ２００４年度　用紙購入量 

□ 有害物質使用量と原単位の推移 

□ ＩＰＡ使用量の推移 

電 力  
 

１９，９７５ＭＷｈ 

２００２年度 
 

２．１４ 

２００３年度 
 

２．０４ 

２００４年度 
 

１．８８ 

４７．９ ｔ   

都市ガス 
 

６７６kｍ３ 

上 水 道   
 

２４，４８６ｍ３ 

工 業 用 水   
 

７１，０３１ｍ３ 

循環使用  
 

０ｍ３    

うち特別管理産業廃棄物　３,２t（０.２％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

水 質  

ｐＨ   

ＢＯＤ （ｍｇ/Ｌ）   

SS （ｍｇ/Ｌ）   

ヘキサン抽出・動植 （ｍｇ/Ｌ）   

ヘキサン抽出・鉱物 （ｍｇ/Ｌ）   

フェノール類 （ｍｇ/Ｌ）   

銅及び化合物 （ｍｇ/Ｌ）   

亜鉛及び化合物 （ｍｇ/Ｌ）   

鉄及び化合物 （ｍｇ/Ｌ）   

マンガン及び化合物 （ｍｇ/Ｌ）   

クロム及び化合物 （ｍｇ/Ｌ）   

フッ素化合物 （ｍｇ/Ｌ）  

規制値 

５．０～９．０ 

２,０００ 

２,０００ 

１５０ 

５ 

５ 

３ 

５ 

１０ 

ー 

ー 

８ 

自主基準値 

５．６～８．６ 

１,３４０ 

５６０ 

１２０ 

２ 

４ 

２．４ 

４ 

８ 

ー 

ー 

６．４ 

測定値 

８.０ 

２８２.５ 

１２８ 

２１ 

０.５ 

０.０６５ 

０.０１２ 

０.０７ 

０.０９５ 

ー 

ー 

０.２ 

測 定 項 目  

本社工場（所在地　兵庫県神戸市） 

 

大 気  

 

 

騒 音  

 

振 動  

ＮＯｘ （ｍl/Ｎｍ３）   

ＳＯｘ （Ｎｍ３/ｈ）   

ばいじん （ｍｇ/Ｎｍ３）   

昼間 （ｄＢ）   

朝・夕 （ｄＢ）   

夜間 （ｄＢ）   

昼間 （ｄＢ）   

夜間 （ｄＢ）  

規制値  

１５０ 

１．２ 

５０ 

７０ 

７０ 

６０ 

ー 

ー 

自主基準値 

１２０ 

ー 

１４ 

６５ 

６５ 

５５ 

６０ 

５５ 

測定値  

２４ 

※ 

０.１６ 

５９.３ 

６０.０ 

５１.５ 

３１.３ 

３０.９ 

測 定 項 目  

排　　　水 ： 工程からの排水は無く、すべて公共下水道に放流 
大　　　気 ： 燃料は都市ガスを使用しているため硫黄成分は含まれません（※SOｘは測定していません） 
騒音・振動 ： 工業専用地域         
注１）特定施設または測定点のうち最も測定値の高いものを掲載しています。         
 　　マンガンおよびクロムは３年連続不検出のため、当社基準に基づき測定を停止しています。 
 



０ 

５０ 

１００ 

１５０ 

２００ 

２５０ 

３００ 

３５０ 

４００ 

４５０ 
 

（t） 

２００４年 
（年度） 

 

０３ ０２ ０１ ００ ９９ ９８ ９７ ９６ ９５ 

０ 

１０ 

２０ 

３０ 

４０ 

５０ 
 

（t） 

２００４ 
（年度） 

０３ ０２ ０１ ００ ９９ ９８ ９７ ９６ ９５ 

０ 

２０ 

４０ 

６０ 

８０ 

１００ 

２００４ 
（年度） 

０３ ０２ ０１ ００ ９９ ９８ ９７ ９６ ９５ 

６４ ６５ 
６２ 

６８ 

８７ ８７ 
９８ １００ １００ １００ 

１１２ 
１００ １００ 

７５ 

３８ ３６ 
６ １ ０ ０ 

３５ 

１６８ 

６１ 
６５ 

５０ 

４１ 
３５ ３６ ３３ 

２７ ２４ ２６ 

１６１ 

１１１ 

８０ 

４８ ４５ ３９ ３４ ３２ 
２５ 

１１ １４ 

１２ 

１９ 

７ ８ 

７ ７ 
６ ５ 

６ 

４ ５ ５ 

７ 

７ ７ ５ 

３０８ ２８３ 
２６６ 

２３７ 

２９４ 
２７７ 

２６４ 

４０９ ４１９ 

３１４ 

廃プラスチック 
３４％ 
 
 
 
 
 
 
紙くず 
３３％ 
 

その他　９％ 
 
 

浄化槽汚泥　１０％ 
 
 

金属くず 
１４％ 

（t） 

３４ 

（t-c） 

０ 

２５０ 

５００ 

７５０ 

１,０００ 

１,２５０ 

１,５００ 

１,７５０ 

２,０００ 

２００４ 
（年度） 

０３ ０２ ０１ ００ ９９ ９８ ９７ ９６ ９５ ９０ 

８２５ 

１,３４０ 
１,５２４ 

１,４９５ １,４２５ 

１,４８７ １,４８６ １,４１７ 

１,６５２ 
１,７８７ 

１,９５１ 

排出量 
４１９t

０ 

５０ 

１００ 

１５０ 

２００ 
 

（kg/億円） 

０ 

２０ 

４０ 

６０ 

８０ 

１００ 
 

（％） 

最終処分量 
排出量 
再資源化率 

鉛 
トルエン・キシレン 
原単位 

０ 

１２,０００ 

１４,０００ 

１６,０００ 

１８,０００ 
 

（ＭWｈ） 

７,７２８ 

１２,６６７ 

１４,２４７ １４,１２９ 
１３,６９４ １３,７１９ １３,６４９ 

１３,１５２ 

１３,９２４ 

１４,８３１ 

１６,３５４ 

CO２排出量 生産当たりのCO２排出量 
６.１５ ６.１８ 

３.５４ 

４.７０ 
５.２６ 

４.９８ 
４.５８ ４.３９ 

５.３４ 
５.６７ 

４.５８ 

０ 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

６ 

７ 
（t-c/億円） 

 

 

 

 

 

 

 

水 質  

ｐＨ　 

ＢＯＤ （ｍｇ/Ｌ） 

ＣＯＤ （ｍｇ/Ｌ） 

ＳＳ （ｍｇ/Ｌ） 

大腸菌群数 （個/ｃｍ３） 

窒素 （ｍｇ/Ｌ） 

リン （ｍｇ/Ｌ） 

ヘキサン抽出・動植 （ｍｇ/Ｌ） 

ヘキサン抽出・鉱物 （ｍｇ/Ｌ） 

フェノール類 （ｍｇ/Ｌ） 

銅及び化合物 （ｍｇ/Ｌ） 

亜鉛及び化合物 （ｍｇ/Ｌ）　 

鉄及び化合物 （ｍｇ/Ｌ） 

マンガン及び化合物 （ｍｇ/Ｌ） 

クロム及び化合物 （ｍｇ/Ｌ） 

フッ素化合物 （ｍｇ/Ｌ） 

規制値 

５．８～８．６ 

１６０（１２０） 

１６０（１２０） 

２００（１５０） 

３,０００ 

１２０（６０） 

１６（８） 

３０ 

５ 

５ 

３ 

５ 

１０ 

１０ 

２ 

８ 

自主基準値  

６.０～７.８ 

１０.２ 

２２ 

６ 

２,４００ 

３６ 

３.８ 

２ 

２ 

０.０５ 

０.０２ 

０.３８ 

１.０ 

０.２ 

０.２ 

０.２ 

測定値 

６.５ 

６.３ 

１１ 

２ 

＜３０ 

１８ 

１.８ 

＜１  

＜１  

＜０.０２５ 

＜０.０１ 

０.０５ 

＜０.１ 

＜０.１ 

＜０.０４ 

＜０.１ 

 

大 気  

 

 

騒 音  

 

振 動  

ＮＯｘ （ｍl/Ｎｍ３） 

ＳＯｘ （Ｎｍ３/ｈ） 

ばいじん （ｍｇ/Ｎｍ３） 

昼間 （ｄＢ） 

朝・夕 （ｄＢ） 

夜間 （ｄＢ） 

昼間 （ｄＢ） 

夜間 （ｄＢ） 

規制値  

１８０ 

１２.２９ 

３００ 

６０ 

５０ 

４５ 

６０ 

５５ 

測 定 項 目  測 定 項 目  自主基準値 

１４４ 

０.０８ 

９２ 

５６ 

４８ 

４３ 

４８ 

４４ 

測定値  

７８ 

０.０２５ 

３１ 

４４ 

４２ 

４０ 

＜３０ 

＜３０ 

Da t a

データ集  

中津川工場 

中津川工場は、岐阜県中津川市郊外の住宅、農耕地が混在する地域にあり、 
敷地面積約３１,２００m２、従業員４８３名の自動車用電子機器専用工場です。 

□ ２００４年度　環境関連法に関するデータ 

■ 廃棄物減量化対策 ■ 有害物質使用削減対策 
□ 廃棄物排出量と再資源化率の推移 

■ 地球温暖化対策 
□ エネルギー使用量の推移（電力換算） 

□ ２００４年度　エネルギー種類別使用量 □ ２００４年度　用水使用量 

□ ２００４年度　種類別構成比 □ 生産高当たりの廃棄物排出量（t/億円） 

□ ２００４年度　用紙購入量 

□ 有害物質使用量と原単位の推移 

□ ＩＰＡ使用量の推移 

２００２年度 
 

１.０２ 

２００３年度 
 

１.３０ 

２００４年度 
 

０.９８ 

４.１ ｔ   

電 力  
 

１２,８０４ＭＷｈ 

A 重 油  
 

９２４KL

灯 油  
 

４KL

LPガス 
 
６t

上 水 道  
 

３５，７１７ｍ３ 

地 下 水  
 

２，４６９ｍ３ 

循環使用  
 

０ｍ３    

うち特別管理産業廃棄物　０t（０％） 

排　　　水 ： 工程からの排水は無く、すべて公共用水域に放流 
大　　　気 ： 燃料はＡ重油を使用 
騒音・振動 ： 第二種区域 
注１）特定施設または測定点のうち最も測定値の高いものを掲載しています。 

過去３回の測定データに基づき、一部自主基準値を見直しています。 
注２）＜記号のある物質は定量下限値以下（検出されない）でした。 
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□ 生産高当たりのＣＯ２排出量と原単位の推移（エネルギーのみ） 

中津川工場（所在地　岐阜県中津川市） 
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データ集  

栃木富士通テンは、栃木県小山市郊外の住宅、農耕地が混在する地域にあり、 
カーＡＶ製品を製造する敷地面積約２５,７００m２、従業員２７８名の工場です。         

□ ２００４年度　環境関連法に関するデータ 

栃木富士通テン 

■ 廃棄物減量化対策 ■ 有害物質使用削減対策 
□ 廃棄物排出量と再資源化率の推移 

■ 地球温暖化対策 
□ エネルギー使用量の推移（電力換算） 

□ ２００４年度　エネルギー種類別使用量 □ ２００４年度　用水使用量 

□ ２００４年度　種類別構成比 □ 生産高当たりの廃棄物排出量（t/億円） 

□ ２００４年度　用紙購入量 

□ 有害物質使用量と原単位の推移 

□ ＩＰＡ使用量の推移 

２００２年度  
 

１.４７ 

２００３年度  
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２００４年度  
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４４,６３１ｍ３ 

循環使用  
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うち特別管理産業廃棄物　０.５t（０.２％） 

□ 生産高当たりのＣＯ２排出量と原単位の推移（エネルギーのみ） 

栃木富士通テン（所在地　栃木県小山市） 

排　　　水 ： 工程からの排水は無く、すべて公共用水域に放流 
大　　　気 ： 燃料はＡ重油を使用 
騒音・振動 ： その他の地域 
注１）特定施設または測定点のうち最も測定値の高いものを掲載しています。 

過去３回の測定データに基づき、一部自主基準値を見直しています。 
注２）＜記号のある物質は定量下限値以下（検出されない）でした。 



Da t a

データ集  

その他 関係会社 

富士通テン東日本 

 

富士通テン中部 

 

富士通テン西日本 

会 社 名  年 度  
ＣＯ２排出量 エネルギー使用量 

（電力換算/ＭＷｈ） （ｔ） 
廃棄物排出量 

（ｍ３） 
用水使用量 
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― 
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用紙購入量 

用紙購入量 用水使用量 

０.６ 

０.６ 

３.７ 
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１１,９６２ 
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４７,５７１ 

５５,６９６ 

２０,０９９ 

２３,６３６ 

廃棄物再資源化率 
（％） （ｔ） （ｔ） （ｔ） （ｍ３） 

廃棄物排出量 廃棄物最終処分量 エネルギー使用量 ＣＯ２排出量 
（電力換算/ＭＷｈ） （ｔ-ｃ）（※） 

会 社 名   

ＦＴＣＡ 

 

ＦＴｄＭ 

 

ＦＴＣＰ 

 

天津富士通天 

 

ＦＴＴＬ 

 

 

年 度  

２００３ 
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２００３ 

２００４ 

２００３ 
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２００４ 

４０２２.６ 
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６１１８.４ 

６５８８.５ 

７１６３.７ 

７６６０ 

７０１８.０ 

８１５２.１ 

１９７５.５ 

２８１３.２ 

４０２.８ 

３９１.３ 

６０３.９ 

６５０.３ 

７５８.５ 
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６５ 
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８０ 

８７ 

１００ 

１００ 

９１ 

９１ 
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８５ 
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５０７ 
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３３５ 

２２ 

２２ 
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２５４ 

１００ 

０.１ 

１０１ 

８７ 

０ 

０ 

２ 

２ 

２６ 

３７ 

※CO２排出量の換算値は、国内の最新の換算係数を使用しています。　※富士通天電子は未集計 

その他の関係会社は、国内工場と一体となった活動を行っているため、環境負荷データは国内工場のデータに含まれています 

会 社 名  

ＦＴＣＩ 

 

ＦＴＥＧ 

 

ＦＴＳＰ 

 

ＦＴＳＬ 

 

ＦＴＡＬ 

 

ＩＡＡ 

 

ＦＴＴＴ 

 

ＦＴＲＴ 

※ＣＯ２排出量の換算値は、国内の最新の換算係数を使用しています。　※ETUKおよびFTTCは未集計 
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年 度  
ＣＯ２排出量 
（ｔ-ｃ）（※） 
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５９.９ 

６９.９ 

１９２.０ 

― 

４８.５ 

５０ 

１５５.５ 

１３６.０ 

７７.３ 

７２.２ 

― 

― 

― 

１８７.０ 

３ 

 ２３.４ 

６ 
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― 

― 

― 
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１７ 

１３.３ 

３０７ 

８１.４ 

― 

― 
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０.７ 

０.２ 

０.５ 

０.０１ 

０.９ 

０.９ 

― 

０.９ 

０.８ 

０.８ 

０.８ 

０.５ 

０.５ 

― 

０.２ 

― 

０.７ 

３４ 

― 

― 

― 

７８３ 

― 

― 

― 

４０１ 

１４６ 

３７８ 

２６０ 

― 

― 

― 

１４,１００ 

エネルギー使用量 
（電力換算/ＭＷｈ） （ｔ） 

廃棄物排出量 
（ｔ） 

用紙購入量 
（ｍ３） 
用水使用量 

〈販売〉 

〈その他〉 

〈製造〉 

〈販売・その他〉 

■ 関係会社　国内 

■ 関係会社　海外 



環境保全活動の沿革 

データ集  
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２００４ 

環境マネジメント 環境パフォーマンス 年度 

・地球環境委員会が発足（１９９２年６月） 

・地球環境憲章を制定（１９９２年１１月） 

・地球環境課が発足（１９９２年１２月） 

・社内広報誌「みんなの地球」第１号を発行（１９９３年２月） 

・第１期環境行動計画を策定（１９９３年１１月） 

 

 

・製品環境アセスメントシステムを導入 

・本社工場が防災福祉コミュニティに参画（１９９６年９月） 

・第２期環境行動計画を策定（１９９７年１月） 

・本社工場がＩＳＯ１４００１の認証を取得（１９９７年６月） 

・中津川工場がＩＳＯ１４００１の認証を取得（１９９７年８月） 

・栃木富士通テンがＩＳＯ１４００１の認証を取得（１９９７年１０月） 

・ＦＴＣＰ（フィリピン）がＩＳＯ１４００１の認証を取得（１９９８年１０月） 

・環境パンフレット「環境保全の取り組み」を発行（１９９８年１２月） 

・グリーン製品認定基準を設定 

・ＦＴＣＡ（アメリカ）がＩＳＯ１４００１の認証を取得（１９９９年６月） 

・第１回社内ミニ環境展を開催（１９９９年６月） 

・社内広報誌「みんなの地球」のイントラネット上での展開を開始 

（１９９９年６月） 

・地球環境部が発足（１９９９年１０月） 

・天津富士通天（中国）がＩＳＯ１４００１の認証を取得（１９９９年１２月） 

・環境会計を導入 

・第３期環境行動計画を策定（２０００年３月） 

・ＦＴｄＭ（メキシコ）がＩＳＯ１４００１の認証を取得（２０００年６月） 

・環境報告書の初版を発行（２０００年８月） 

・環境ラベルを制定（２００１年５月） 

・グリーン調達ガイドラインを制定（２００１年９月） 

・富士通グループ植林活動への参画（２００２年１月） 

・環境パフォーマンス指標を導入 

・第４期富士通テングループ環境取り組みプランを策定（２００３年３月） 

 

 

 

 

・ＦＴＥＧ（ドイツ）が販売拠点として初めてＩＳＯ１４００１の認証を取得 

（２００３年５月） 

・ＦＴＴＬ（タイ）がＩＳＯ１４００１の認証を取得（２００３年１０月） 

・富士通グループがISO１４００１の統合認証を取得 

（富士通テン本社工場の一部が対象/２００５年３月） 

 

 

 

 

・１,１,１-トリクロロエタンの使用を全廃（１９９３年１２月） 

・特定フロンの使用を全廃（１９９４年２月） 

・本社工場が六甲山クリーンハイキングに団体参加（１９９４年１０月） 

 

 

 

 

 

 

・市販カーオーディオのピンジャックキャップに生分解性プラスチックを採用 

（１９９８年８月） 

 

・天津富士通天（中国）がボランティア植林に参加（２０００年３月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・グリーン製品第１号を市販カーＡＶ市場に投入（２００１年７月） 

 

 

 

・鉛フリーはんだを使用したグリーン製品を市販カーＡＶ市場に投入 

（２００２年７月） 

・本社工場・中津川工場がゼロエミッションを達成（２００２年９月） 

・代替フロンの使用全廃（２００２年９月） 

・栃木富士通テンがゼロエミッションを達成（２００３年１月） 

・鉛フリーはんだを使用したグリーン製品を顧客向けに納入開始 

（２００３年４月） 

 

・製品に使われるプレス部品、ネジの６価クロムフリー化切り替えを開始 

（２００４年８月） 



富士通テングループ 一覧 

Da t a

データ集  

〈製造〉 

〈販売〉 

〈その他〉 

■ 国内 

富士通テン株式会社 
従業員数：２,９６６名 資本金：５３０千万円 設立：１９７２年１０月２５日 

株式会社栃木富士通テン 
従業員数：２５５名 資本金：６千万円 設立：１９６７年１月６日 

〈製造〉 
■ 海外 

ＦＴＣＡ （FUJITSU TEN CORP. OF AMERICA/アメリカ） 
従業員数：３２６名 資本金：１,１５０万US$設立：１９７６年８月２０日 

ＦＴｄＭ （FUJITSU TEN de MEXICO．Ｓ．Ａ． de Ｃ．Ｖ．/メキシコ） 
従業員数：１,１３４名 資本金：８,５００万ペソ 設立：１９９６年２月１４日 

ＦＴＣＰ （FUJITSU TEN CORP. OF THE PHILIPPINES/フィリピン） 
従業員数：１,３３７名 資本金：１３,０００万ペソ 設立：１９９０年８月１７日 

天津富士通天電子有限公司（中国） 
従業員数：２,２５９名 資本金：８７２万US$設立：１９９５年１２月２１日 

FTTL （ＦＵJITSU TEN（THAILAND） COMPANY LIMITED/タイ） 
従業員数：４８５名 資本金：２億BATH設立：１９９８年８月１１日 

富士通天電子（無錫）有限公司（中国） 
従業員数：１４４名 資本金：１,０００万US$設立：２００４年２月２日 

ＦＴＣI （FUJITSU TEN CANADA ＩＮＣ．/カナダ） 
従業員数：８名 資本金：５万US$設立：１９８３年９月２０日 

ＥＴＵＫ （ＥＣＬＩＰＳＥ ＴＤ（UK） ＬＩＭＩＴＥＤ/イギリス） 
従業員数：２名 資本金：２０万ポンド 設立：２００１年１１月２６日 

ＦＴＥＧ （FUJITSU TEN （ＥＵＲＯＰＥ） ＧｍｂＨ/ドイツ） 
従業員数：６３名 資本金：５０万ＤＭ 設立：１９７５年１２月２９日 

ＦＴＴＣ （FUJITSU TEN ＴＥＣＨＮＩＣＡＬ ＣＥＮＴＥＲ．ＵＳＡ．Ｉｎｃ．/アメリカ） 
従業員数：２８名 資本金：１００万US$設立：２００２年１０月１日 

ＦＴＳＰ （ＦＵＪＩＴＳＵ ＴＥＮ ＳＯLUTIONS ＰＨＩLＩＰＰＩＮＥＳ． ＩＮＣ．/フィリピン） 
従業員数：１８９名 資本金：３,０００万ペソ 設立：１９９９年８月３１日 

ＦＴＳＬ （ＦＵJITSU TEN （ＳＩＮＧＡＰＯＲＥ） ＰＴＥ． ＬＴＤ．/シンガポール） 
従業員数：２９名 資本金：３５０万S$設立：１９９０年１月１７日 

ＦＴＡＬ （ＦＵJITSU TEN （ＡＵＳＴＲＡＬＩＡ） ＰＴＹ. ＬＴＤ．/オーストラリア） 
従業員数：３２名 資本金：３３万A$設立：１９９０年１月１７日 

ＩＡＡ （ＩＮＭＯＴＩＯＮ ＡＵＤＩＯ （ＡＵＳＴＲＡＬＩＡ） ＰＴＹ. ＬＴＤ．/オーストラリア） 
従業員数：１４名 資本金：２０万A$設立：２０００年８月１日 

ＦＴＴＴ （富士通天国際貿易（天津）有限公司/中国） 
従業員数：２３名 資本金：２０万US$設立：２００３年９月１２日 

ＦＴＲＴ （富士通天研究開発（天津）有限公司/中国） 
従業員数：６７名 資本金：４２０万US$設立：２００３年１１月２１日 

富士通テン東日本株式会社 
従業員数：１１１名 資本金：９千万円 設立：１９８８年１２月９日 

富士通テン中部株式会社 
従業員数：４１名 資本金：３千万円 設立：１９９４年４月１日 

富士通テン西日本株式会社 
従業員数：７５名 資本金：８千万円 設立：１９９４年４月１日 

富士通テンアクティ株式会社 
従業員数：４９名 資本金：８千万円 設立：１９９２年７月７日 

富士通テンリサーチ株式会社 
従業員数：２３名 資本金：１千万円 設立：１９９２年１１月２日 

富士通テン情報システム株式会社 
従業員数：７６名 資本金：５千万円 設立：１９９８年１０月１日 

富士通テンスタッフ株式会社 
従業員数：２０１名 資本金：３千万円 設立：２０００年２月１日 

富士通テンテクノロジ株式会社 
従業員数：１４９名 資本金：５千万円 設立：２００３年３月６日 

〈販売・その他〉 

富士通テングループ海外製造拠点 

ＦＴＣＡ（FUJITSU TEN CORP. OF 
AMERICA/アメリカ） 

ＦＴｄＭ（FUJITSU TEN de MEXICO．
Ｓ．Ａ． de Ｃ．Ｖ．/メキシコ） 

ＦＴＣＰ（FUJITSU TEN CORP. OF 
THE PHILIPPINES/フィリピン） 

天津富士通天電子有限公司（中国） FTTL （ＦＵJITSU TEN（THAILAND） 
COMPANY LIMITED/タイ） 

富士通天電子（無錫）有限公司（中国） 



アロマフリー型大豆油インキを使用しています。 古紙配合率100%再生紙を使用しています。 

〒６５２-８５１０　神戸市兵庫区御所通１-２-２８ 
TEL ０７８-６７１-５０８１ 
この報告書の内容に関するお問い合わせは 
地球環境部　TEL ０７８-６８２-２０２９ 

この報告書の内容は、インターネットホームページでもご覧いただけます。　http://www.fujitsu-ten.co.jp/ecology/ 印刷：共同印刷株式会社 

次号発行予定：２００６年８月 
発　　　　行：２００５年９月 



アンケートFAX用紙　富士通テン地球環境部行  

　２００５年度社会・環境報告書を最後までお読みいただき、ありがとうございました。次回報告書を作成する際の参考とさせて
いただきますので、下記項目をご記入の上、ＦＡＸいただければ幸いです。 

□　あ　　る □　な　　い 

□　良くなった □　あまり変わらない □　悪くなった 

□　知っていた □　少し知っていた □　知らなかった 

□　良くできている □　普通 □　あまり良くない 

FAX : ０７８-６７１-７１６０ 

□  新聞  □  雑誌 □  当社のホームページ  □  当社の従業員  □  友人・知人 □  その他（   　　     ） 

□  一般消費者 □  当社事業所の近隣住民 □  企業の環境担当者 □  外部調査機関 

ご住所                                        　　　　　　　　　　　Ｅメールアドレス ： 

ご氏名                                        　　　　　　　　　　　性別 ： □  男     □  女   　 年齢 ： 

ご職業（お勤め先・所属・役職・学校名など） 

□  学生 □  報道関係 □  環境ＮＧＯ □  その他（  　　      ） 

□  当社製品のお客様 □  環境専門家 □  企業の購買（調達）担当者 □  行政関係者 

Tel ０７８-６８２-２０２９ 
富士通テン株式会社地球環境部 ご回答いただいた内容は、今後の社会・環境報告書制作の

参考としてのみ使用し、他の目的には一切使用いたしません。 

Ｑ１． ２００４年度版の環境報告書をお読みになったことがありますか。 

Ｑ２． ２００４年度版の環境報告書と比較して、どのようにお感じになりましたか。 

Ｑ３． 富士通テンの環境保全活動についてご存知でしたか。 

Ｑ４． 本報告書をご覧になってどのようにお感じになりましたか。 

Ｑ５． 本報告書の内容で良かったと思われる点は何ですか。 

Ｑ６． 本報告書の内容で不備だと思われる点は何ですか。 

Ｑ７． 本報告書の存在を何でお知りになりましたか。 

Ｑ８． 本報告書をどのような立場でお読みになられていますか。 

ご協力ありがとうございました。差し支えなければ下記にもご記入ください。 


